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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 2,776,4722,500,2492,250,0072,089,4282,007,885

経常利益 (千円) 140,870 259,110 154,666 114,864 183,512

当期純利益 (千円) 232,244 179,871 144,436 99,954 96,025

純資産額 (千円) 2,425,5912,603,4492,743,3382,839,5892,937,137

総資産額 (千円) 7,600,3617,613,5457,350,8147,092,8576,827,646

１株当たり純資産額 (円) 231.38 248.45 261.84 271.10 280.46

１株当たり
当期純利益金額

(円) 22.81 17.16 13.79 9.54 9.17

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.9 34.2 37.3 40.0 43.0

自己資本利益率 (％) 11.7 7.2 5.4 3.6 3.3

株価収益率 (倍) 13.85 17.02 18.06 17.82 20.72

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △621,152 540,432 247,146 233,884 317,465

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 12,251,968△481,518 166,021 65,129 74,550

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △12,536,246△236,835△307,310△396,998△401,356

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 623,434 445,515 551,467 453,472 444,105

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
64

(118)
61

(120)
57

(115)
56

(113)
52

(104)

(注) １　従業員数は、就業人員数を記載しております。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、各期において潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 (千円) 2,248,3781,943,1271,711,2581,546,0911,485,443

経常利益 (千円) 69,075 164,689 105,410 59,785 119,490

当期純利益 (千円) 1,031,086127,854 126,798 70,221 122,392

資本金 (千円) 1,004,5001,004,5001,004,5001,004,5001,004,500

発行済株式総数 (株) 10,500,00010,500,00010,500,00010,500,00010,500,000

純資産額 (千円) 2,768,3012,894,1423,016,3933,082,9113,206,826

総資産額 (千円) 7,795,9797,687,9397,420,6697,137,1246,898,449

１株当たり純資産額 (円) 264.08 276.19 287.91 294.33 306.22

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり
当期純利益金額

(円) 98.35 12.20 12.10 6.70 11.69

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 35.5 37.6 40.6 43.2 46.5

自己資本利益率 (％) 45.8 4.5 4.3 2.3 3.8

株価収益率 (倍) 3.21 23.93 20.58 25.37 16.25

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
28

(105)
26

(106)
23

(100)
23
(99)

22
(89)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を記載しております。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、各期において潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。
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２ 【沿革】

大正９年５月 桜井新治以下８名が発起人となり、資本金11万円をもって東京都新宿区に於いて、映画

興行を目的とする株式会社武蔵野館を設立し、映画館「武蔵野館」（現・「新宿武蔵野

館」）を開館。

昭和３年12月現在地新宿区新宿三丁目に「武蔵野館」を移転し、近代的な洋画専門館として発足。

昭和24年６月旧帝都興業株式会社を吸収合併。

昭和24年８月商号を武蔵野映画劇場株式会社と変更。

昭和24年９月東京証券取引所に株式を上場。

昭和26年７月目黒区自由が丘に「自由が丘武蔵野館」を開館。

昭和30年１月大宮市所在の映画館を買収，「大宮武蔵野館」を開館。

昭和38年10月東京証券取引所市場第二部に指定替。

昭和43年12月武蔵野ビルを改築し、映画館、貸店舗など経営の多角化に着手。

昭和45年７月「大宮武蔵野館」を取り壊し、跡地に地上８階、地下３階の賃貸ビルを建設、これを大宮

高島屋に賃貸。

昭和48年６月不動産部門を設置、マンション及び別荘地の分譲を開始。

昭和53年３月資本金を５億円に増資。

昭和56年１月埼玉県大里郡寄居町に株式会社寄居武蔵野自動車教習所（現・連結子会社）を設立。

昭和60年12月中野区に「中野武蔵野ホテル」及び「中野武蔵野ホール」を開設。

昭和61年10月商号を武蔵野興業株式会社と変更。

昭和61年10月「自由が丘武蔵野館」を取り壊し、跡地に総合レジャービル「自由が丘ミュー」を新築

し、「自由が丘武蔵野館」・「エグザス自由が丘武蔵野ミュー」をそれぞれ開設。

昭和63年10月資本金を10億450万円に増資。

平成４年９月 第二武蔵野ビルを建設、これを株式会社丸井に賃貸。

平成６年10月武蔵野ビル３階に「シネマ・カリテ」(平成14年１月「新宿武蔵野館」に館名変更)(３

館)を開館。

平成８年４月 株式会社野和ビル(テナント飲食店ビルの経営)を合弁会社として設立(現・関連会社)。

平成10年９月山梨県甲府市に「甲府武蔵野シネマ・ファイブ」(５館)を開館。

平成10年10月新宿区新宿に「日本料理武蔵野」を開設。

平成15年９月「新宿武蔵野館」（４館）のうち武蔵野ビル７階（１館）を閉館。

平成16年２月「自由が丘武蔵野館」を閉館。

平成16年５月「中野武蔵野ホール」を閉館。

平成16年５月「日本料理武蔵野」を閉鎖。

平成16年８月「中野武蔵野ホテル」を閉鎖。

平成16年12月「第二武蔵野ビル」を売却。

平成17年２月「武蔵野インドヨガ学園新宿校」を開設。

平成17年５月株式会社リサ・パートナーズと資本・業務提携。

平成17年５月「武蔵野ビル」を流動化。

平成17年９月「武蔵野インドヨガ学園大宮校」を開設。

平成19年５月「武蔵野インドヨガ学園大宮校」を閉鎖。

平成19年10月「武蔵野インドヨガ学園新宿校」を閉鎖。
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３ 【事業の内容】

当社および当社連結関係会社(子会社３社、関連会社１社)は映画興行を看板事業としてかかげるととも

に、保有資産の活用をはかり、賃貸を主体とした不動産関連事業や自動車教習所、フィットネスクラブなど

を運営しております。事業の種類別各セグメントにおける当社および関係会社との位置付けは次のとおり

です。

　

（映画興行事業）

当社が東京都新宿区に「新宿武蔵野館」（３スクリーン）を、また、山梨県甲府市に「甲府武蔵野シ

ネマ・ファイブ」（５スクリーン）を経営しております。

（スポーツ・レジャー事業）

当社が東京都目黒区に「コナミスポーツクラブ自由が丘」を経営しております。なお、「武蔵野イン

ドヨガ学園自由が丘校」は、平成21年８月をもって閉鎖いたしました。

（不動産事業）

当社が埼玉県さいたま市大宮区に商業テナントビル１棟を、東京都杉並区に賃貸マンション１棟を

それぞれ経営するとともに、東京都新宿区の商業テナントビル「武蔵野ビル」の流動化による不動産

ファンドに対する匿名組合出資を一部行っております。また、当社は関連会社㈱野和ビルに敷地を賃貸

し、㈱野和ビルは商業テナントビルを経営しております。自由ヶ丘土地興業㈱はフィットネスクラブと

して当社に建物を賃貸しております。湯村観光㈱は駐車場の経営を行っております。不動産販売につき

ましては、当連結会計年度は販売活動を行っておりません。

（自動車教習事業）

㈱寄居武蔵野自動車教習所が、埼玉県大里郡寄居町において自動車教習所を経営しております。

（その他の事業）

当社が商事部門において住宅機材の卸売を、また、マクミラン・アリスの版権事業を行っておりま

す。自由ヶ丘土地興業㈱は東京都新宿区においてソフトドリンク販売店、東京都目黒区において軽飲食

店の経営委託を行っております。
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(事業系統図)

　

　

(注) １　上記のほかに非連結子会社として、㈲エム・プラザ、㈱甲西商事、同和興業㈱、㈱雅味、㈲平安物産の５社があり

ますが、いずれも休眠もしくは活動停止中であります。

２　上記のほかに持分法非適用の関連会社として、㈱フラッグスビジョンがあります。㈱フラッグスビジョンは、東

京都新宿区の商業テナントビルにおいて壁面広告事業を行っております。

　

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

  6/117



４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

㈱寄居武蔵野
自動車教習所
※１

埼玉県大里郡 10,000自動車教習 100.0 ―

当社より土地を賃借している。
(役員の兼任５名)
提出会社よりの
借入金額

259,114千円

自由ヶ丘土地興業㈱
※２

東京都新宿区 10,000不動産 100.0 ―

当社に土地・建物を賃貸している。
(役員の兼任３名)
提出会社よりの
借入金額

298,000千円

湯村観光㈱
※３

山梨県甲府市 27,000不動産
93.2
(0.6)
[0.0]

―

当社より役員を派遣し、経営指導し
ている。
(役員の兼任５名)
提出会社よりの
借入金額

7,700千円

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　 　

㈱野和ビル 東京都新宿区 20,000不動産 50.0 ―
当社に土地・建物を賃貸借してい
る。(役員の兼任３名)
債務保証の額 450,000千円

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であり、[外書]は緊密な者または同意している者の所有割合であ

ります。

３　有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　※１　特定子会社であります。

　　 ５　※１　㈱寄居武蔵野自動車教習所については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占

める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ①売上高 352百万円

　 ②経常利益 28百万円

　 ③当期純利益 28百万円

　 ④純資産額 △59百万円

　 ⑤総資産額 353百万円

６　※１　債務超過会社であり、債務超過額は 59,212千円であります。

７　※２　債務超過会社であり、債務超過額は411,003千円であります。

　　　 ８　※３　債務超過会社であり、債務超過額は 38,723千円であります。

　

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

  7/117



５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

映画興行事業 8(36)
 

スポーツ・レジャー事業 4(53)
 

不動産事業 2     

自動車教習事業 30(15)
 

その他の事業 1    

全社(共通) 7  

合計 52(104)　

(注) １　従業員数は、嘱託契約の従業員を含み、当社グループから当社グループ外への出向者を除いた就業人員であり

ます。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　全社(共通)は、総務及び経理等の本社部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

22 (89) 43.4 15.0 4,380,000

(注) １　従業員は、当社から他社への出向者を除いた就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社連結子会社である㈱寄居武蔵野自動車教習所には、全国労働組合総連合に属する東京自動車教習

所労働組合寄居支部が組織されており、組合員18名が在籍しております。

なお、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

（１） 業績

①　当連結会計年度の概要

当連結会計年度のわが国の経済は、政府による国内外の経済対策により景気回復に向けた取組が少し

ずつ具体化してきてはいるものの、未だ景況への先行き不透明感は拭い去ることができず、企業経営や雇

用情勢、個人消費といったそれぞれの環境においても依然として停滞感が根強く、厳しい状況のもと推移

いたしました。当社グループの主要な事業である映画興行界においては、全体としては「アバター」のよ

うなメジャー作品のヒット作もありましたが、当社のような単館系映画館においては新規シネコンの参

入による競合やミニシアター向け作品の低迷もあり厳しい経営環境の中、経費節減等による営業努力を

重ねております。 

　このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、映画興行事業部門は新

宿武蔵野館において下半期にヒット作品をラインナップできたものの全体として上半期の不調が響き、

スポーツ・レジャー事業部門も依然として低迷した個人消費等の影響から、それぞれ低調な成績となり

ました。また自動車教習事業部門は少子化により運転免許取得需要が伸び悩んだことや若年層の運転免

許への関心が薄れてきていることもあり、前年同期に比べ減収となりました。一方、不動産事業部門は賃

貸部門を中心に営業成績は堅調に推移いたしました。 

　その結果、当社グループの売上高は20億７百万円（前年同期比3.9%減）となりましたが、販売費及び一

般管理費削減の効果などから、営業利益は２億４百万円（前年同期比32.6%増）、経常利益は１億８千３

百万円（前年同期比59.8%増）となりました。しかしながら、減損損失等の特別損失の発生により、当期純

利益は９千６百万円（前年同期比3.9%減）となりました。 

 部門別の業績は次のとおりであります。 

　

②  事業の種類別セグメントの状況

（映画興行事業部門）

「新宿武蔵野館」は、下半期にアニメーション作品「劇場版Fate / stay night」や米国アカデミー賞

主要６部門を受賞した「ハート・ロッカー」等の作品が好稼働し営業成績は前年同期を上回りました

が、一方、「甲府武蔵野シネマファイブ」では、「マイケル・ジャクソンTHIS IS IT」「２０１２」等、話

題作を上映する機会はあったものの、年間を通じて集客力のある作品を常時ラインナップすることがで

きず、部門全体の売上高は４億２千６百万円（前年同期比5.0%増）、営業損失は２千６百万円（前年同期

は３千３百万円の営業損失）となりました。

　

 (スポーツ・レジャー事業部門）

「コナミスポーツクラブ自由が丘」は、一日の施設利用が90分限定という低価格設定のライト会員の

募集をはじめ、お客様の施設利用形態に合わせた多様な会員種別を用意し、会員数の増加に向けて取り組

んでまいりました。それらの施策の反響も徐々に出始め会員数は増加しクラブの活性化につながっては

いるものの、一方で正会員からの退会や低料金の限定会員への移行など、停滞した個人消費の影響は依然

として根強いものがあり、部門全体の売上高は２億２千５百万円（前年同期比14.2%減）、営業損失は７

千万円（前年同期は３千９百万円の営業損失）となりました。
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（不動産事業部門）

賃貸部門につきましては当連結会計年度においては入居状況や諸条件に大きな変化はなく、安定的に

推移いたしました。販売部門につきましては、停滞した不動産市況のなかで仕入・販売活動を行うことの

リスクを優先的に考慮し、具体的な営業活動を差し控えることとなりました。以上のことから部門全体の

売上高は７億４千２百万円（前年同期比3.5%減）、営業利益は２億２千４百万円（前年同期比44.4%増）

となりました。

　

（自動車教習事業部門）

新たにスタートさせたけん引自動車免許の教習プログラムは、徐々にその告知の効果も現れ、当プログ

ラムの新規教習生の獲得は順調に増加しつつあります。一方で全体としては少子化による人口減少や、若

年層の運転免許への関心の薄れなどの影響から普通自動車免許取得需要は前年同期に比べて伸び悩んで

おり、部門全体の売上高は３億５千２百万円（前年同期比4.9%減）、営業利益は３千７百万円（前年同期

比9.9%減）となりました。 

　

（その他の事業部門）

住宅関連資材の売上は景況の影響を受け依然縮小傾向にありますが、一方、外部に経営委託している東

京都新宿区のタピオカ入りソフトドリンク販売店は、新宿駅前という好立地と低価格でバラエティに富

んだ商品構成やその食感が若い女性を中心とした顧客層に引き続き支持され、年間を通じて安定した営

業成績を収めることができました。その結果、部門全体の売上高は２億６千万円（前年同期比7.0%減）、

営業利益は４千万円（前年同期比35.8%増）となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当期純利益

の計上や定期預金の払戻による収入、また不動産ファンドの匿名組合出資者としての出資分配金の収入

等により資金が増加した一方、長期借入金の返済や有形固定資産の取得による資金の減少があり、４億４

千４百万円（前年同期比2.1％減）となりました。

　内訳といたしましては、営業活動において３億１千７百万円、投資活動において７千４百万円の資金を

得て、財務活動において４億１百万円を使用した結果、資金残高は前連結会計年度末より９百万円減少い

たしました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

〈営業活動によるキャッシュ・フロー〉

営業活動において得られた資金は３億１千７百万円（前年同期比35.7％増）となりました。

　主な要因は、税金当調整前当期純利益１億２千万円、減価償却費および減損損失の計上１億８千７百万

円、売上債権の減少５百万円、未払消費税等の増加４百万円であります。

　

〈投資活動によるキャッシュ・フロー〉

投資活動において得られた資金は７千４百万円（前年同期比14.5％増）となりました。

　主な要因は、定期預金の払戻による収入５千万円、出資金の回収による収入２千３百万円等があったこ

とによるものであります。

　

〈財務活動によるキャッシュ・フロー〉

財務活動の結果使用した資金は４億１百万円（前年同期に使用した資金は３億９千６百万円）となり

ました。

　主な要因は、有利子負債の返済３億９千１百万円によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社はサービス業及び不動産賃貸・販売業を中心に業態を形成しており、受注・生産形式の営業活動は

行っておりません。また、販売の状況については、「１　業績等の概要(1)業績」における事業の種類別セグ

メント業績の売上高の記載に示した通りであります。

また、セグメント別に販売の内訳について示すと、下記の通りであります。

　

　

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　平成20年４月１日 （自　平成21年４月１日

至　平成21年３月31日） 至　平成22年３月31日）

事業の種類別

セグメント
販売の内訳

販売高（千

円）

構成比

(%)

セグメ

ント内 販売高（千

円）

構成比

(%)

セグメ

ント内

構成比

(%)

構成比

(%)

　 入場料売上 346,499　 85.3 361,031　 84.6

映画興行事業 売店売上等 59,777　 14.7 65,749　 15.4

　 計 406,27619.5100.0 426,78021.3100.0

　
スポーツ

クラブ売上
236,318　 90.1 216,131　 96.0

スポーツ・レジャー

事業
ヨガ教室売上 25,970　 9.9 8,948　 4.0

　 計 262,28812.6100.0 225,07911.2100.0

　
不動産賃貸等

売上(※)
743,562　 96.6 742,653　 100.0

不動産事業
不動産販売売

上
26,188　 3.4 ― 　 ―

　 計 769,75036.8100.0 742,65337.0100.0

　 教習指導売上 369,281　 99.6 351,489　 99.7

自動車教習事業 自販機売上等 1,338　 0.4 923　 0.3

　 計 370,61917.7100.0 352,41217.5100.0

　 物品販売売上 276,125　 98.4 255,641　 98.0

その他の事業 版権料収入等 4,370　 1.6 5,320　 2.0

　 計 280,49513.4100.0 260,96113.0100.0

　 合計 2,089,428100.0　 2,007,885100.0　

※　不動産賃貸等売上のうち、不動産投資に係る売上は下記の通りであります。

前連結会計年度 147,108千円

当連結会計年度 143,627千円
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３ 【対処すべき課題】

繰越損失の早期解消（当連結会計年度末現在、利益剰余金のマイナスは１億８千８百万円）が前連結

会計年度から引き続いての当社グループの課題であります。

　個人消費の動向と密接に関連した当社の事業を取り巻く経営環境は、今後も依然として厳しい状況が続

くものと思われます。そうした状況に対応すべく、当社では既存事業の強化および改善を推し進めなが

ら、長期的に安定した経営基盤をつくることを目指し営業努力を重ねてまいります。 

　映画興行事業部門は、映画のジャンルにこだわらず、話題性のある作品を積極的に取り上げ、その作品に

まつわるディスプレイを館内に施すなど、自ら情報発信のできる映画館を目指してまいります。 

　スポーツ・レジャー事業部門は、会員の皆様それぞれの健康に対する考え方を酌み取り、コストとクオ

リティのバランスに配慮した種々の会員種別を設け、会員数の増加に向けて取り組んでまいります。 

　不動産事業部門は、景気や市況を鑑み、賃貸物件の賃料改定に取り組むと同時に、販売活動については市

況の情報収集をはかりながら今後の方針を固めてまいります。

　自動車教習事業部門は、地域との信頼関係を重視し、また、けん引自動車教習や大型特殊車教習のＰＲに

努め、多様な運転免許を取得できる自動車教習所としての実績を積むことで少子化時代に対応してまい

ります。 

　その他の事業部門は、商事部門は住宅産業の景況が依然振るわず引き続き厳しい経営環境を余儀なくさ

れておりますが、外部へ経営委託している清涼飲料販売店についてはその立地環境を生かし、今後も若い

女性を中心とした消費者の嗜好に敏感に対応していくことで安定した店舗経営を維持してまいります。 

　以上、各事業部門において諸施策を実施することにより、対処すべき課題の早期解決に向けて、全力をあ

げて取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

　

①　財政状態及び収益力の課題

当社グループは１８年３月期に「武蔵野ビル」の流動化をはじめとした大規模な財務リストラを実行

することにより財務上の大きな課題となっていた有利子負債の大幅な圧縮を実現することができまし

た。当連結会計年度末には有利子負債残高は13億５千８百万円、また利益剰余金のマイナスは１億８千８

百万円まで減額しております。 

　今後は復配に向けて繰越損失を早期に解消することが前連結会計年度より引き続いての課題となって

おりますが、映画興行事業部門とスポーツ・レジャー事業部門においては個人消費の低迷などからここ

数年は収益減を余儀なくされており、また、一部不動産投資物件の契約期間満了による収益への影響も想

定できるため、繰越損失の一掃にはいましばらくの時間が掛かるものと考えております。今後も既存の経

営資源を有効に活用し収益力の向上を図るとともに、それぞれの既存事業を今一度足下から見つめ直し、

経営の合理化の検討を含めた経営課題を精査し、収益力の安定に努めてまいります。 

　

②　経営環境の変化、特定の取引先等への依存等

（映画興行事業）

映画興行事業は上映する作品の集客力により興行成績が大きく左右されます。快適に映画鑑賞してい

ただける劇場空間を提供することが当社の責務である一方、集客力の高い作品を見極め継続的に上映し

続けることが興行成績の安定的な維持には不可欠であります。それだけ作品への依存度は高く、その選別

によってはリスクが介在しているといえます。 

　当社のような単館系の映画館におきましては、常時有力なメジャー作品を取り揃えることがままなら

ず、また映画ファンの好みも多様化している現在、上映作品の選定はより難しさを増しているともいえま

す。そのため当社では、新宿武蔵野館3スクリーン、甲府武蔵野シネマファイブ5スクリーンの上映作品に

ついてこれまでの路線を押えながらもその枠にとらわれず、映画館の立地・特性も考えに入れ、選択可能

な作品の中から幅広く番組編成を行っております。 

　一方、近隣シネコンとの競合やミニシアター向け作品のヒット作不足及び個人消費の落ち込み等の要因

も、大きなリスクとなっております。 

　また、山梨県甲府市は若年層人口の流出や少子高齢化による市街地人口の空洞化により、市内の中心地

に立地する「甲府武蔵野シネマファイブ」の集客環境にリスクが生じております。 

　加えて、インフルエンザの流行またはその兆候が顕著となった場合、映画館の集客が激減する可能性も

考えられます。 
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（スポーツ・レジャー事業）

個人の生活防衛意識が顕著となって現れ始めた現在、「運動と健康」をテーマに取り入れたゲーム機

等が従来フィットネスクラブが担ってきた健康増進の機会提供に取ってかわる等、業界の流行のサイク

ルは目まぐるしく移り変わってきております。このような時流の影響を的確に把握し、新しいサービスの

提供や設備投資を念頭に入れ経営判断を迅速に行うことがフィットネスクラブにとっては肝要でありま

すが、リスクとしてそうした流行を見誤ることや設備投資等の経営判断のタイミングを逃すことが考え

られます。 

　また、フィットネスクラブの経営は地域との密接な関係が重要であるため、近隣の競合施設の存在やク

ラブ内で事故の発生等につきましてもリスクとして認識しております。 

（不動産事業）

当社の収益の大きな柱である不動産賃貸部門は、各賃貸物件の借主様が安定的継続的に入居していた

だけることが収益力持続の前提となっておりますが、その前提条件が困難な状況となった場合、収益力の

継続にリスクが生じるおそれがあります。 

　また、賃貸物件の瑕疵等により予期せぬ事故や損害が発生することも考えられ、それらも潜在的なリス

クとして認識しております。 

（自動車教習事業）

自動車運転免許の新規取得者は、１８歳～２０歳代の若年層人口が大半を占めておりますが、今後統計

的に若年層人口は減少の傾向にあります。そのために、若年層人口の減少は運転免許取得者の減少に直結

するため、売上は業界全体として減少の傾向にあります。当社では大型免許や自動二輪免許、けん引免許

など、自動車普通免許のほかにも多様な教習内容と利用できる学科数を充実させており、また教習生の送

迎に至るまできめ細かいサービスを行い当該リスクに対処しております。

　

 ③ 匿名組合出資に対する金融環境および不動産投資市況の変化について

当社は平成17年5月に不動産投資事業として、一部流動化不動産（東京都新宿区新宿三丁目所在、武蔵

野ビル、以下「同不動産」という。）に対し匿名組合出資を行っておりますが、この度、その期間満了に伴

い、当該匿名組合出資の受け皿である特別目的会社より１年間の期間延長を行う旨の通知がありました。

これにより、当該匿名組合出資の期間は平成23年５月27日までとなりましたが、米国に端を発した金融不

安以降、金融環境および不動産投資市況の低迷するなか、本有価証券報告書提出日現在において契約期間

満了後の同不動産に対する再投資を含めた対応については関係者間で調整中であり、今後の決定方針に

よっては、その出資の金額および当社の業績に大きな影響がある可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は株式会社リサ・パートナーズ（以下「リサ・パートナーズ」）との間で、平成17年５月27日に開催

した取締役会での決議を経て、資本提携および業務提携について基本合意書を締結しております。具体的な

内容については、次の通りです。

　

１．資本提携・業務提携の目的

リサ・パートナーズとの関係強化及び相互の発展を主要な目的とするものであります。当社の映画興行、

スポーツ・レジャー業、物販業、自動車教習業、不動産賃貸業、不動産仲介業における長年培われた業務経験

とリサ・パートナーズの不動産再生及びアセットマネジメント業の強みを生かして先進的で多様な都市型

サービスを提供・推進して行こうとするものです。

　

　 ２．資本提携・業務提携先の概要

名称 株式会社リサ・パートナーズ

本店所在地 東京都港区赤坂一丁目11番44号

代表者 井無田　敦

設立年月日 1998年7月2日

資本金 10,461百万円（平成21年12月31日現在）

事業の内容 不動産・金融関連業

　

３．資本提携の概要

当社の連結子会社が所有していた当社株式を、平成17年５月27日付でリサ・パートナーズに譲渡いたしま

した。

(1) 譲渡前のリサ・パートナーズ所有当社株式数　　　　　   0株（所有割合 0％）

                                                         （議決権の数　0個）

(2)リサ・パートナーズに譲渡する当社株式数 　　 1,526,625株（所有割合14.53%）

　　　　　　　　　　                            　   （議決権の数　1,526個）

(3) 譲渡後のリサ・パートナーズ所有当社株式数   1,526,625株（所有割合14.53%）

　　　　　　　　　 　　                              （議決権の数　1,526個）

 当社連結子会社はリサ・パートナーズに当社株式を相対取引にて売買価格328,224,375円（1株当り215

円）で譲渡しました。これにより、リサ・パートナーズは当社の総議決権数の約14.66％を保有することとな

りました。

(平成17年５月27日現在) 

※　平成22年３月31日現在においても、リサ・パートナーズの当社に対する議決権割合は14.66％でありま

す。
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４．業務提携の概要

リサ・パートナーズと当社は広範囲に協力しあうこととしておりますが、当社の事業再編計画において所

有資産のマネジメント（売却・流動化・共同活用等）、財務面、業務再構築に関して総括的にリサ・パート

ナーズより助言・協力を得ることに合意いたしました。その第一弾として、平成17年５月27日付で当社が所

有する武蔵野ビルを有限会社エムアール・インベストメンツ（特別目的会社）へ信託受益権（信託契約は

みずほ信託銀行と締結）の形で譲渡いたしましたが、そのスキームの企画・アレンジをリサ・パートナーズ

に委託しております。当社は当該特別目的会社に対する匿名組合出資を一部実施しております。信託受益権

譲渡資産の内容は次のとおりです。

(1)資産名称　 武蔵野ビル

(2)所在地　　 東京都新宿区新宿3丁目27番10号

(3)土地面積　　 1,194.41㎡

(4)建物床面積　11,511.72㎡

(5)現況　　 　商業テナントビル

　

５．提携による役員受入について

平成22年３月１日付で、井無田敦氏（リサ・パートナーズ代表取締役）は当社の社外取締役を辞任いたし

ました。有価証券報告書提出日現在、リサ・パートナーズより取締役は受け入れておりません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

（１）重要な会計方針及び見積り

　　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表の作成に当たって、資産・負債の報告金額及び報告期間における収益・

費用の報告金額を継続的かつ適正に評価するために、過去の実績や状況に応じ合理的だと考えられる様々

な方法に基づき、また予測し有る偶発事象の影響値等も加味しながら、いくつかの重要な見積りおよび判断

・評価を行っております。しかしながら、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果がこれらの見積り

と異なる場合があります。

ここでは当社グループの重要な会計方針のうち、判断、見積もりによる評価が重要と認識される項目につ

いて説明をいたします。

①繰延税金資産

　　将来減算一時差異の回収可能性を検討し、回収可能性が低いと判断されるものについては評価性引当金を

計上して、適正な計上額を見積っております。当期におきましては純利益を計上しているものの、税務上の

繰越欠損金が未だ解消されていないことを考慮し、翌期の課税所得発生の見込に限定して、それに係る繰延

税金資産の計上については回収可能性があるものといたしました。

　　②貸倒引当金

　　過年度（３ヶ年）の貸倒実績に基づき、一般債権の貸倒引当率を連結0.9％としております。また、一部の債

権については個別評価によっており、相手先の財政状態等、回収可能性を充分に検討したうえで、引当額の

見積りを行っております。

③土地

　　ａ．再評価に係る繰延税金負債及び土地再評価差額金

　　当社が保有する土地は、全般的に取得時より相当の年月が経過しているものが多く、時価との乖離が重要な

金額であったことから、相場と照らし合わせて適正な価格で評価をし直すことが望ましいものと考え、平成

１２年３月期に土地の再評価をいたしました。なお、再評価の方法につきましては、「第５　経理の状況　１　

連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（連結貸借対照表関係）」をご参照ください。

　　ｂ.減損損失

　　東京都港区の転貸用オフィスビルにつきましては、賃貸借契約を解約することが確定しているため、当該物

件の投下固定資産につき経済的使用年数に対する将来キャッシュ・フローの予測値を測定したところ、減

損損失を認識するに至りました。詳しくは「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記

事項（連結損益計算書関係）」をご参照ください。
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（２）　当連結会計年度の経営成績の分析

　　①連結貸借対照表関係

（流動資産の部）

　「現金及び預金」が５千９百万円減少しております。これは主として有利子負債の返済に充てたためで

あります。また、「繰延税金資産」が２千万円減少しておりますが、これは取締役会において承認された

来期の営業計画に基づき、将来課税所得の見積もりを減少させた影響によるものであります。以上のこと

から「流動資産」全体としては、８千６百万円減少（前年同期比9.1%減）しております。

　 （固定資産の部）

　　有形固定資産につきましては、一部減損損失の発生や減価償却により１億６千３百万円減少（前年同期

比3.2%減）しております。無形固定資産につきましては、一部リース資産の計上により７百万円増加（前

年同期比8.0%増）しております。投資その他の資産につきましては、一部出資金の払戻等を要因とする減

少により、２千１百万円減少（前年同期比2.4%減）しております。以上のことから「固定資産」全体とし

ては、１億７千８百万円減少（前年同期比2.9%減）しております。

　 （流動負債の部）

　　　「リース債務」及び一部賃貸用不動産の修繕費等未払債務の増加があり、「流動負債」全体としては、３

千４百万円増加（前年同期比5.1%増）しております。

　 （固定負債の部）

　　　約定返済を進めたことにより、「長期借入金」が３億９千１百万円減少しており、「固定負債」全体とし

ては、３億９千６百万円減少（前年同期比11.1%減）しております。

　 （純資産の部）

　　　当期純利益９千６百万円の計上により繰越欠損金が減少し、「利益剰余金」が１億８千８百万円のマイナ

スとなりました（前年同期は２億８千４百万円のマイナス）。以上のことから、「純資産」全体として

は、９千７百万円増加（前年同期比3.4%増）しております。
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　　②連結損益計算書関係

　（売上高及び営業利益）

　映画興行事業においては、新宿地区では近隣の大手シネコンとの競争や個人消費の冷え込み、ミニシア

ター向け作品のヒット作不足等の影響はあったものの、下半期に「劇場版Fate／stay night」「ハート

・ロッカー」等の作品が好稼働し、前年同期を上回る営業成績を収めることが出来ましたが、甲府地区で

の興行成績の不振が響き、営業損失を計上することとなりました。スポーツ・レジャー事業においては、

依然として消費者の生活防衛意識が根強く、低価格の限定会員については反響はあるものの、全体として

は前年同期を下回る営業成績となりました。不動産事業については、所有不動産等の堅実な資産活用に気

を配り、安定的な賃貸収入の確保に努める一方、不動産販売は市況を鑑み、仕入・販売等の活動は差し控

えました。自動車教習事業は少子化時代への対応策として多様な運転免許取得メニュー充実させ、営業活

動を行ってまいりましたが、売上高および営業利益は若干の減少となりました。その他の事業につきまし

ては、東京都新宿区において経営委託しているタピオカ入りソフトドリンクの販売店が、女性客を中心に

好評を博し、安定的な営業成績を収めております。

　以上のことから当連結会計年度の売上高は前年同期に比べ８千１百万円減少（前年同期比3.9%減）と

なりましたが、販売費および一般管理費削減の効果から営業利益は５千万円増加（前年同期比32.6%増）

となりました。

　（経常利益）

　　　売上高は前年同期に比べ減少したものの、販売費および一般管理費の削減や支払利息の減少などから、経

常利益は６千８百万円減少（前年同期比59.8%増）しております。

　（当期純利益）

特別利益では受取保険金１千万円があり、特別損失では「トラスコハーバービル」に係る建物附属設

備等の減損損失４千７百万円、社葬費用１千万円、環境対策費（アスベスト除去費用）１千３百万円があ

りました。また、来期の営業計画を鑑み、将来課税所得の見積もりを行った結果、繰延税金資産の取崩２千

万円がありました。以上のことから、当連結会計年度の当期純利益は３百万円の減少（前年同期比3.9%

減）となりました。

　

　　③連結キャッシュ・フロー計算書関係

　　　営業活動に係るキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前当期純利益の増加や減損損失があった

ことなどから、３億１千７百万円（前年同期比35.7%増）となりました。投資活動によるキャッシュ・フ

ローは出資金の回収、定期預金の払戻等の要因で７千４百万円（前年同期比14.5%増）となり、財務活動

によるキャッシュ・フローは長期借入金の約定返済によりマイナス４億１百万円（前年同期はマイナス

３億９千６百万円）となりました。

　それにより、現金及び現金同等物期末残高は４億４千４百万円（前年同期比2.1%減）となりました。
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（３） 経営成績に重要な影響を与える要因について

　　　映画興行事業は作品の持つ話題性や集客力次第で営業成績が大きく左右される特性があり、経営成績に重

要な影響を与えるひとつの要因といえます。現在は国内における洋画の不振もあり、スクリーン数に見

合った話題作が不足している傾向にありますが、今後も景気の先行きが不透明ななか、映画の魅力をいか

にＰＲし集客に努めていくかが業界全体の大きなテーマといえます。

　スポーツ・レジャー事業は競合施設との競争や個人消費の冷え込み、また施設の老朽化がフィットネス

クラブの経営に影響を与えておりますが、今後はコスト削減に努め、多様な会員種別を設け、収益性の向

上に努めながらも、サービスの質を落とさず収益規模に見合った経営を行っていく必要があると考えて

おります。

　不動産事業につきましては、安定した収益が見込める不動産賃貸業が柱となっており、グループ全体の

事業基盤を下支えするうえで重要な役割を担っております。今後も安定した経営基盤を維持していくた

めに、当社の不動産事業を取り巻く経営環境に充分留意していく必要があると考えております。

　　　自動車教習事業におきましては、若年層の人口減少や自動車への関心の低下による売上への影響が必至で

あるため、教習生のニーズに見合った教習メニューやサービスの充実、また地域との信頼関係の構築に力

を注ぎ、収益性の維持に努めております。

　

（４）経営戦略の現状と見通し

当社は「社会に健全な娯楽を提供すること」を主要な事業目的としており、その役割を現在担っている

のが「映画興行事業」と「スポーツ・レジャー事業」であると考えております。しかしながら、これらの

事業は個人消費の動向に少なからず影響を受ける事業であるため、収益的には絶えず流行等の不確定要素

に左右され、常時安定的に会社の業績に貢献しているとは言い難い状況にあります。今後はこれらの事業

が将来にわたって安定して収益を生み出せる事業となるよう経営戦略をより確かなものに練り直してい

くのはもちろんですが、こうした事業を継続的に運営していくには、会社の経営基盤の安定が不可欠であ

り、そのためには、所有不動産等の有効活用、すなわち不動産賃貸事業を中心とした不動産事業で確実に収

益を生み出せる経営体質を維持継続していくことが最重要と考えております。 

　今後も当社では、不動産を中心とした資産の有効活用を最重要経営戦略と位置づけ、主要な事業目的であ

る「社会に健全な娯楽を提供すること」を継続していくために、堅実な資産活用を心がけてまいります。 
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（５）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　 ①流動性の管理方針

映画興行や不動産賃貸が事業の主軸である当社は、現金または銀行振込による売上入金の比率が高いた

め、売上債権の回収については概ね効率が良いものと考えております。したがって毎日の入金管理に重点

を置くことはもちろん、売掛債権等が発生する場合においては、その相手先の状態に気を配り、営業部門と

経理部門双方からのリスク管理を徹底しております。

　②短期的な債務の状況

当社グループの総資産のうち、流動負債の構成比は10.2%となりました。前年同期の9.4%に比べ若干増加

しておりますが、これは未払金に計上している賃貸用不動産の修繕諸費用に係る未払債務が増加したこと

によるものであります。今後も財務基盤の安定性を保つために、短期的な債務の管理には細心の注意をは

らってまいります。

③ファイナンス及び資本の財源

資本市場における資金の調達は平成元年以降行っておりません。現在は主に金融機関からの借入金によ

り資金調達を行っております。また当社は繰越損失の解消が急務であり、キャッシュ・フロー経営を徹底

させることにより自己資本の増強に努めることが第一と考えております。

　

　（６）経営者の問題認識と今後の方針について

　繰越損失を解消し、将来の利益配分をいち早く実現することが最重要と認識しております。そのためには、

各セグメント別に、以下のような方針をもって既存事業の育成・充実をはかり、厳しい経営環境のなかでも

毎期着実に営業利益と営業キャッシュ・フローを積み上げ、繰越損失の早期解消に取り組んでまいります。

　

①映画興行事業部門においては、大手シネコンとの差別化を図るため、ミニシアターならではのメジャー

作品にとらわれないバラエティに富んだ番組編成を心がけ、自ら情報発信できる映画館として、シネコンと

はひと味違った個性的な劇場作りを押し進めてまいります。また、話題作も多く上映できるよう、配給会社

との交渉も従来以上に粘り強く進めてまいりたいと考えております。

②スポーツ・レジャー事業部門は、多様な会員種別を設けるなど、会員の皆様それぞれの健康への考え方

に対応したサービスを充実させ、地域に根差したＰＲを積極的に推し進め、新規会員の獲得と既存会員の満

足度の向上に注力してまいります。一方でコストの節減を実施するとともに、効率的な設備投資にも必要に

応じて取り組んでまいります。

③不動産事業部門は、市況を勘案し、所有不動産等の有意義な活用策について検討を重ねていくととも

に、販売業務や仲介業務についてもそのリスクを注意深く検討したうえで臨機応変に取り組んでまいりま

す。

④自動車教習事業部門におきましては、教習生の皆様にしっかりとした運転技術をマスターしていただ

くために、指導員の技術向上や教習メニューの多様化にも力を入れ、地域の皆様に愛される教習所作りを目

指してまいります。

⑤その他の事業部門におきましては、所有不動産の遊休スペースの有効活用案など、事業化の可能性のあ

る企画の創出に常時取り組んでまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、映画興行事業、スポーツ・レジャー事業、不動産事業、自動車教習事業のいずれにおい

ても、保有資産の活用や施設の保全、またリニューアルといったことが集客力や収益力の維持と向上のため

に不可欠であり、事業の状況に見合った効果的な設備投資を行うことは会社の重要課題のひとつでありま

す。当連結会計年度においても各セグメントにわたって施設の改修・増強をはかっており、その設備投資の

総額は２千１百万円であります。

各セグメント別の主な設備投資状況についてみますと、映画興行事業においては、「新宿武蔵野館」のデ

ジタル音響装置６百万円、劇場椅子取替５百万円の投資をいたしました。

スポーツ・レジャー事業においては、「コナミスポーツクラブ自由が丘」のポンプ交換工事やサウナ改

修工事等２百万円の投資をいたしました。

不動産事業においては、大宮ビルの冷温水機取替工事等５百万円の投資をいたしました。

自動車教習事業については、教習車両の燃料給油機等２百万円の投資をいたしました。

また、上記のほかに、リース資産として会計システム一式９百万円（全社資産）があります。

　なお、当連結会計年度におきましては、重要な固定資産の除却・売却はありませんが、東京都港区において

転貸に供しているオフィスビル「トラスコハーバービル」の建物附属設備等につき、４千７百万円の減損

損失を計上しております。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年3月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース資
産

合計

大宮ビル
(埼玉県さいたま市大

宮区)

不動産
事業

テナント
ビル

251,140―
1,558,481
(1,043)

― ― 1,809,621― ※１

自由が丘ミュービル
(東京都目黒区自由が

丘)

スポーツ
レジャー
事業

スポーツ
クラブ他

103,782240 ― 11,83529,817145,674
4
(53)

※２

甲府４Ｅビル
(山梨県甲府市中央)

映画興行
事業

映画興行 244,684―
76,000
(1,066)

4,599― 325,283
3
(24)

※３

　

(2) 国内子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年3月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業
員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

合計

㈱寄居武蔵野
自動車教習所

埼玉県大里
郡寄居町

自動車
教習事業

自動車
教習

126,4978,373― 2,716137,586
30
(15)

―

自由ヶ丘土地
興業㈱

自由が丘
ミュービル
(東京目黒区
自由が丘)

不動産
事業

テナン
トビル

176,400― ― 720177,120― ※２

　

(注) １　※１　大宮ビルは全館㈱高島屋に賃貸しています。

２　※２　自由ヶ丘土地興業㈱所有のミュービル地下１階地上３階は、地下１階、１階の1311.83㎡を武蔵野興

業㈱にスポーツクラブとして、２階、３階の479.20㎡を㈱ライフサポートに店舗として賃貸して

います。

３　※３　甲府4Eビルは共同所有ビルで、全体の土地面積は3,971㎡であります。

４　　　　従業員数の(外書)内は臨時従業員数を示しております。

　　 ５　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

　　　　 　　　　　　(1) 国内子会社

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容 台数
年間
リース料

リース契約
残高

㈱寄居武蔵野
自動車教習所

埼玉県大里
郡寄居町

自動車教習事
業

一般教習車両 12
千円
4,089
 

千円
11,587

 

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末において、設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,500,00010,500,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 10,500,00010,500,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありま

せん。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成13年６月28日 ― 10,500,000 ― 1,004,500△541,206 ―

(注)　損失処理による資本準備金の取り崩し
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(6) 【所有者別状況】

平成22年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 4 38 1 ― 1,8461,890 ―

所有株式数
(単元)

― 380 68 2,483 96 ― 7,41110,43862,000

所有株式数
の割合(％)

― 3.64 0.65 23.79 0.92 ― 71.00100.00 ―

(注) 自己株式27,587株は、「個人その他」に27単元、「単元未満株式の状況」に587株含まれています。

　

　

(7) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

河野義勝 東京都渋谷区 2,313 22.03

河野勝雄 東京都新宿区 1,933 18.41

株式会社リサ・パートナーズ 東京都港区赤坂一丁目11番44号 1,526 14.53

株式会社エフ・ビー・シー 東京都千代田区五番町3-1 479 4.56

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町1丁目1－5
(東京都中央区晴海1丁目8－12
晴海アイランドトリトンスクエア オフィス
タワーＺ棟)

380 3.61

株式会社小泉 東京都杉並区荻窪4丁目32-5 303 2.88

 ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー505104
（常任代理人　株式会社みずほコ　
　ーポレート銀行兜町証券決済業務
室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A
(東京都中央区日本橋兜町6番7号）

96 0.91

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目9番1号 65 0.61

河野美智子 東京都渋谷区 63 0.60

有限会社平安物産 東京都新宿区新宿3丁目27－10 49 0.46

計 　 7,209 68.66

　 （注）株主河野勝雄氏は平成21年８月26日に死去されておりますが、平成22年３月31日現在においては相続が終了し

ていないため、株主名簿のとおり記載しております。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

27,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

10,411,000
10,411 ―

単元未満株式
普通株式

62,000
― ―

発行済株式総数 10,500,000― ―

総株主の議決権 ― 10,411 ―

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式587株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
武蔵野興業株式会社

東京都新宿区新宿
3－27－10

27,000 ― 27,000 0.2

計 ― 27,000 ― 27,000 0.2

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】
　　　 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,820 314
　 　 　

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 27,587 ― 27,587 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

　当社は創業以来、株主の皆様への利益還元を最優先課題として認識する一方で、経営体質の強化と将来

の事業展開に向けた内部保留も勘案し、業績に応じてバランスの取れた利益配分が重要と考えておりま

す。

　当社は平成18年３月期までに大規模な財務リストラを行い、繰越損失の大幅な圧縮を行いました。当連

結会計年度末現在、利益剰余金のマイナスは１億８千８百万円まで圧縮をいたしましたが、繰越損失全額

の解消までには至っておりません。今後も将来の利益配分に向けて繰越損失の解消に経営の全力を傾注

してまいりますが、当事業年度の配当につきましては、中間、期末ともに無配とさせていただきました。

　なお、毎事業年度における配当の回数につきましては、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針

としており、中間配当の決定機関は取締役会、期末配当の決定機関は株主総会であります。

　また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円) 369 350 295 255 222

最低(円) 214 271 229 170 165

(注)　株価は、東京証券取引所市場第２部によります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 190 190 190 186 192 199

最低(円) 185 182 180 180 189 187

(注)　株価は、東京証券取引所市場第２部によります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 河　野　義　勝 昭和33年４月３日生

昭和61年８月 当社入社

平成22
年6月
から2
年

3,475

昭和63年６月 当社取締役就任

平成２年６月 当社常務取締役就任

平成４年６月 当社専務取締役就任

平成16年９月 当社取締役副社長就任

平成17年６月 当社代表取締役社長就任(現)

専務取締役
不動産部長
兼内部統制
担当

佐　藤　雄　二 昭和22年６月26日生

平成９年１月 ㈱間組本店広報部長

平成22
年6月
から2
年

2

平成14年６月 当社総務部顧問

平成16年２月 当社不動産部長（現）

平成16年６月 当社取締役就任

平成16年９月 当社常務取締役就任

平成17年６月  当社専務取締役就任 (現)

平成21年５月 当社内部統制担当就任 (現)

常務取締役 経理部担当 谷　口　　　均 昭和29年１月１日生

昭和52年４月 当社入社
平成21
年6月
から2
年

4

昭和63年５月 当社経理部長

平成元年６月 当社取締役就任

平成５年６月

平成21年４月

当社常務取締役就任 (現)

当社経理部担当就任（現）

常務取締役 営業担当 河　野　優　子 昭和36年９月17日生

平成21年４月 当社顧問 平成21
年6月
から2
年

775
平成21年６月  当社取締役就任

平成21年11月  当社常務取締役就任 (現)

平成22年５月  当社営業担当就任 (現)

取締役

営業本部
担当
兼

興行部長

大　森　　　泉 昭和30年12月25日生

平成３年６月 当社入社 平成22
年6月
から2
年

1平成14年６月 当社取締役就任

営業本部担当兼興行部長(現)

取締役
営業部長
兼

総務部担当
諸　井　征　彦 昭和37年２月23日生

昭和61年４月 当社入社 平成21
年6月
から2
年

1平成17年３月 当社営業部長兼総務部担当（現）

平成17年６月 当社取締役就任（現）

取締役 　 長　坂　紘　司 昭和18年５月29日生

昭和58年３月 ㈱小泉代表取締役副社長就任 平成21
年6月
から2
年

13平成４年３月 ㈱小泉代表取締役社長就任（現）

平成17年６月 当社取締役就任（現）

常勤監査役 　 浅　見　良太郎 昭和20年11月29日生

平成８年６月 ㈱東京相和銀行総務部長

平成20
年6月
から3
年

1

平成８年11月 当社顧問

平成14年11月 当社常務取締役総務部担当兼経理

部長兼不動産管理部長

平成16年９月 当社顧問

平成20年６月 当社常勤監査役就任（現）

監査役 　 小　木　郁　哉 昭和９年４月15日生

昭和41年４月 東京弁護士会弁護士登録 平成20
年6月
から4
年

1
昭和57年８月 当社監査役就任(現)

監査役 　 深　沢　英　雄 昭和９年４月２日生

昭和48年８月 深沢農機㈱代表取締役(現) 平成19
年6月
から4
年

4
昭和61年８月 当社監査役就任(現)

計 4,277

(注) １　常務取締役河野優子は、代表取締役社長河野義勝の配偶者であります。
　　 ２　取締役の長坂紘司は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３　監査役の小木郁哉及び深沢英雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

平成22年３月期末日現在、当社のコーポレート・ガバナンスの状況については、下記の通りであります。
　
（コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方）
企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令順守の基本姿勢を明確にするため、以下に掲げた基本姿勢
に十分留意した内部統制システムの整備・構築を行い、順法経営を徹底します。
１．法令および定款に適合した取締役・全職員の職務執行の徹底
２．ステークホルダーの権利に配慮した経営方針等の整備
３．リスク管理に対する取締役・全職員の意識向上と社内体制の整備
４．取締役等の選任、報酬、監査報酬等の決定に対する公正性・妥当性の確立
５．当社企業グループ各社における企業倫理・法令遵守姿勢の確立と相互連携および監視
６．監査役・会計監査人の独立性および潤滑な職務執行に係る体制の確立
　
（ア）　企業統治の体制
①企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由
　
　

　（企業統治図）
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　（ガバナンス体制の選択の理由）

　　当社は監査役設置会社であります。当社は監査役を設置し、当社出身の経理的な知見を有する常勤監査役と
経営・法律的知見を有する社外監査役が、内部統制担当役員、内部監査部門である監査室等および独立した
立場から当社業務を監督する社外取締役と連携する監査体制が、会社の意思決定の適正性を保全し、経営規
模に見合った企業統治を行うに十分な体制であると判断し、監査役設置会社形態を採用しております。
　（現状の体制の概要）
　・取締役会
　　取締役会（取締役7名、うち社外取締役1名、有価証券報告書提出日現在）は平成22年3月期は11回開催して
おり、法令で定められた事項や会社の意思決定に関する重要な事項について、適法性・合理性に鑑みながら
慎重な討議を行っております。社外取締役は、企業経営者としての豊富な知見を持つ方であり、客観的な立
場から当社の業務執行の監督、また経営に関する助言や指導等の役割を果たしております。 
取締役候補者の選定や報酬の内容の決定については、取締役会の決議により決定しております。なお社外取
締役1名は、独立した立場で会社の経営に関与していただく主旨から、報酬の支払いは行っておりません。 
　・監査役会
　　監査役会（監査役3名、うち社外監査役2名、有価証券報告書提出日現在）は平成22年3月期は5回開催してお
り、各監査役は各自の監査意見および監査室からの報告内容を吟味し、また会計監査人とも連携を取り見解
の調整を行うほかに、取締役会や社内の重要な会議に出席して、社内の意思決定方法や議題の内容・議事の
進行についても、適宜、監査役の立場からの意見提議を行っております。
　・監査役の機能強化に係る取組状況
　　監査役会は常勤監査役1名、社外監査役2名の合計3名で構成されております。各監査役それぞれが異なった
分野で専門的な知識・見識を有している者を選任することでその役割の機能強化を図っております。常勤
監査役は金融機関出身かつ当社の経理部長の経験があり、企業財務・会計に対する十分な知見を有してお
ります。社外監査役2名は会社経営者と弁護士であり、それぞれが独立した立場で企業経営や法律に携わっ
ている専門家であるため、会社の経営に対し、客観的かつ公正な立場での的確な助言・提言をしていただけ
るものと判断し、社外監査役に選任しております。なお、「（イ）内部監査役及び監査役監査」についても
併せてご参照ください。
　・監査室
　　監査室は経理部担当役員を室長、総務部担当役員、経理部長（主査）を主要なメンバーとして、オブザー
バーとして常勤監査役の業務監視のもと運営されており、内部監査の強化を目的として監査役会と連携を
取りながら活動しております。監査室では社内各部門より選抜された従業員（概ね3名）で構成された「監
査プロジェクト」を組織し、年2回程度の連結子会社を含めた内部監査を行い、秩序ある社内体制の維持と
従業員のコンプライアンス意識の向上を目標に活動しております。その監査結果は報告書としてまとめら
れて監査室長に提出され、必要に応じて再監査を行うなどの十分な状況把握の後、監査室長より内部統制担
当役員、監査役会、取締役会に報告されます。
　・内部統制プロジェクト
　　金融商品取引法の求める内部統制報告制度に準拠した内部統制評価体制の構築およびその継続的維持と、
内部統制の構築・評価を通じた業務効率の改善を目的として、「内部統制プロジェクト」を立ち上げ、代表
取締役社長直轄の独立した組織として位置づけております。具体的には、内部統制担当取締役を責任者と
し、各部門に内部統制の自己評価に係る担当者を1名以上設け、それらを代表取締役社長が統括しておりま
す。また、「内部統制プロジェクト」の直属組織として、重要な経営リスクの管理等を目的とした「リスク
管理・コンプライアンス推進室」を設けております。各部門の内部統制担当者は、自己の部門の内部統制評
価体制の構築のほかに他の部門の内部統制運用状況の評価を相互に行っております。また、必要に応じて監
査室や監査役会と連携を取り、内部統制評価に関する意見交換を行っております。
　・会計監査人
　　会計監査人につきましては、平成22年３月期は八重洲監査法人と監査契約をしております。なお、「（カ）
会計監査の状況」についても併せてご参照ください。
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※　1.社外取締役との責任限定契約の締結について

　　　当社定款においては、社外取締役の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失がないときは

一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点では、社外取締役と

の間で責任限定契約を締結しておりません。

　　2.社外監査役との責任限定契約の締結について

　　　当社定款においては、社外監査役の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失がないときは

一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点では、社外監査役と

の間で責任限定契約を締結しておりません。

　　3.会計監査人との責任限定契約の締結について

　　　　当社との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契

　　 約に基づく賠償の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。
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　②内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況
以下に掲げた内部統制システムおよびリスク管理体制の構築と整備・運用をはかっております。

　

Ⅰ　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適性を確保す

るための体制

　

（Ａ）取締役・使用人の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ａ．企業としての社会的信頼に応え、企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にするため、全取締役・使用

人を対象とした行動指針としてコンプライアンス指針を定め、周知徹底する。

ｂ．コンプライアンス担当役員を置き、内部統制を推進する組織を設置するとともに、リスク管理体制と

コンプライアンス体制を構築し運用を行う。

ｃ．取締役および使用人に対するコンプライアンスの研修を実施するとともに、コンプライアンスの強化

および企業倫理の浸透をはかる。

ｄ．法令・諸規則および規程に反する行為等を早期に発見し是正することを目的とする社内報告体制と

して、社外の弁護士、社内担当者等を直接の情報受領者とする内部通報システムを構築し、その運用を

行う。

ｅ．金融商品取引法および関係諸法令との適合性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方

針」を制定し、財務報告の信頼性と適正性を得るための社内体制を整備する。

　

（Ｂ）取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　　取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程等の社内規程を整備し、適切に保存および管

理を行う。

　

（Ｃ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．内部統制を推進する組織のもとに、リスク管理を統括する部門を置き、リスク管理体制を構築し、その

運用を行う。

ｂ．各事業部門は、それぞれの部門に関するリスクの管理を行い、リスク管理を統括する部門へ定期的に

リスク管理の状況を報告し、連携をはかる。

ｃ．取締役および使用人に対するリスク管理の研修を実施するとともに、リスク管理の強化をはかる。

　

（Ｄ）取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基本として定例取締役会およ

び臨時取締役会の開催を位置づけ、重要事項に関して迅速に的確な意思決定を行う。

ｂ．取締役会の決定に基づく業務執行については、業務分掌規程等において、それぞれの責任者およびそ

の責任と執行手続の詳細について定める。

　

（Ｅ）当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

ａ．当社企業グループ各社における業務の適正を確保するため、コンプライアンス指針を定め、グループ

全体のコンプライアンス体制を構築する。

ｂ．子会社等の関係会社を管理する担当部署を置き、子会社の状況に応じて必要な管理を行う。リスクを

管理する部門は、グループ全体のリスクの評価および管理の体制を適切に構築し、運用する。
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（Ｆ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制お

よび取締役からの独立性に関する事項

ａ．監査役会が監査役の業務を補助すべき使用人の設置を求めた場合、取締役は速やかに監査役スタッフ

を設置する。

ｂ．監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、取締役等の指揮命令を受け

ないものとする。監査スタッフの任命・解任・人事異動については、監査役会の事前の同意を必要と

する。

　

（Ｇ）取締役および使用人が監査役に報告するための体制およびその他監査役の監査が実効的に行われる

ことを確保するための体制

ａ．取締役および使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生しまたは発生する恐れがあるとき、違

法または不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたとき

は、監査役会に報告する。

　　また、監査役はいつでも必要に応じて、取締役および使用人に対して報告を求めることができる。

ｂ．監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、重要な会議

等に出席し、必要に応じて取締役および使用人にその説明を求めることとする。また、代表取締役と適

宜意見交換を行い、意思の疎通をはかる。

　

Ⅱ　株式会社の支配に関する基本方針

　

　買収防衛策は導入しておりませんが、買収防衛に関しては、企業価値と株主共同の利益を確保し向上させる

ことが原則と考えており、平時より株主動向等の把握と情報の収集を的確に行うとともに、役職員に対し情報

管理の徹底をはかっております。

　

Ⅲ　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　

　　ａ．基本的な考え方

　　　　取締役および使用人は、反社会的勢力および団体との不適切な一切の関係を排除し、関係法

　　　　規の主旨に反する行為を行わない旨を徹底し、反社会的勢力による経営活動への関与および

　　　　当該勢力による被害を防止する。

　　ｂ．整備状況

　　　　当社は、反社会的勢力排除への対応方針として、平成19年４月27日制定の武蔵野興業グルー　

　　　　プ　コンプライアンス行動指針に「反社会的勢力および団体との不適切な一切の関係を排除

　　　　し、関係法規の主旨に反する行為は行わない」旨を定めております。

　　　　また、総務部を統括部署として不当要求防止責任者を設置し、社内研修を行い組織的に対応

　　　　する体制を作るとともに、社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に参加し、弁護士、

　　　　警察等と連携を密にして、情報の収集等に努めております。

　

　上記に掲げた体制の整備のもと、取締役会が全社の職務執行につき経営監視を統括するとともに、監査役

会・監査室は独立した立場で内部監査を実施いたします。同時に、弁護士、公認会計士、税理士等の顧問契

約を締結している外部有識者より経営や内部統制システムについての助言・提言を受け、加えて会計監査

人からの法定監査と株主総会の開催により、株主の利益重視と企業倫理順守の経営方針を再確認しており

ます。

　また、監査室を中心に、各部門ごとの業務プロセスに係る整備・運用状況の点検を行い、併せて取締役会

や監査役会が主催するリスクマネジメントについての研修を適宜行ってまいります。

　当社では、報告・連絡・相談といった基本的なコミュニケーションの徹底をはかり、風通しのよいシンプ

ルな組織作りを目指すことで、結果、全社的なコンプライアンス意識の向上と内部統制システム・リスク

管理体制の構築に意義のある整備ができるものと考えております。
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（イ）内部監査および監査役監査

　①人員および手続

　監査室は主として内部監査業務を執り行い、社内のコンプライアンスに対する意識向上を目的として組織

されました。監査にあたっては、監査室直属の組織である「監査プロジェクト」が業務を担当しています。

監査室は経理部担当役員を長とし、総務部担当役員およびオブザーバーとして常勤監査役の計３名で運営

しております。「監査プロジェクト」は、主査１名と、主として管理部門から選抜された従業員３名で構成

され、年２回程度各部門および連結子会社に赴き、内部監査を実施しております。監査結果は報告書として

まとめられ、監査室長に提出されます。その後、監査室内で報告書をもとに状況の確認がなされ、必要に応じ

て再監査を行うなど充分な状況把握をした後、監査室長より監査役会、取締役会に報告されます。

　　監査役会は常勤監査役１名、社外監査役２名の計３名で構成され、取締役の業務遂行について監査しており

ます。監査役は定例の監査役会で、各自の監査意見および監査室からの報告内容等を吟味し見解の調整を行

うほかに、取締役会や社内の重要な会議に出席して、社内の意思決定方法や議題の内容・議事の進行につい

ても監査し、適宜、監査役としての意見の提議を行っております。また、常勤監査役浅見良太郎氏は、金融機

関における長年の経験があり、当社内の経理部門での経験（経理部長職）をも有し、財務および会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

　

　②内部監査、監査役監査および会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係

　　内部監査部門（監査室）は監査結果を監査役会に報告するとともに、監査役会から適宜アドバイスを受け、

内部監査の品質向上をはかっております。監査役は内部監査部門の監査報告を十分検討し、状況によっては

内部監査に同行して状況把握に努めるとともに、内部統制プロジェクトと連携して問題点の指摘とその解

決策について助言を行っております。

　また、監査役は、当社の会計監査人である八重洲監査法人と定期的な情報・意見交換を行い、その監査意見

の適正性について監査結果の報告を受けるなどの方法で確認を取りながら、自らの監査を踏まえて会計監

査人の監査報告が相当であるかどうか判断しています。
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（ウ）社外取締役および社外監査役

　　　当社の社外取締役は１名であります。また、社外監査役は２名であります。

　

　①提出会社との関係

　・社外取締役および社外監査役と提出会社との人的関係

　　社外監査役・深沢英雄氏は当社代表取締役社長、河野義勝と三等親親族であります。

　・資本的関係

　　株式会社小泉（※）は、発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.88％（平成22年3月31日現在）の大株

主（第６位）であります。

　・取引関係

　　株式会社小泉（※）に対し、一部住宅関連資材等の販売を行っております。

　・その他の利害関係

　　該当事項はありません。

　

　※　社外取締役・長坂紘司氏は、株式会社小泉の代表取締役社長であります。

　

　②社外取締役または社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能および役割

　　一般株主と利益相反することなく、客観的な立場で公正な助言提言または経営監視していただけ

　ることを、その役割として期待するものであります。また、それらの役割が機能することで、会社

　の法令遵守姿勢や財務報告の適正性にさらなる信頼性を担保してくれるものと考えております。

　

　③社外取締役または社外監査役の選任状況に対する提出会社の考え方

　・社外取締役長坂紘司氏は、企業経営者としての豊富な経験により培われた経営全般に対する優れ

　た見識があり、一般株主の利益に相反しない立場で公正な助言提言を行えることから、当社の社外

　取締役として適任であります。

　・社外監査役小木郁哉氏は、弁護士としての幅広い実績と見識を以て、一般株主と利益相反するこ

　となく、企業の法令遵守の面からも当社の経営に関して適切な監督を行えることから、独立性を有

　する当社の社外監査役として適任であります。

　・社外監査役深沢英雄氏は、会社経営者としての豊富な経験により培われた経営全般に対する優れ 

　た見識があり、一般株主の利益に相反しない立場で公正な助言提言を行えることから、当社の社外 

　取締役として適任であります。

　

　④社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査および会計監査との

　相互連携ならびに内部統制部門との関係

　　社外取締役は、独立した立場で取締役会等に出席し、会社の意思決定方法や議題の内容、議事の

　進行等が公正妥当なものであるか、また一般株主の利益に相反しないものであるかどうか判断し、

　助言提言を行っております。また必要に応じて、内部監査部門や監査役会および会計監査人、また

　内部統制部門と連携し、取締役会で決定された会社の公正妥当な経営方針等が実務に反映されたも

　のであるか確認をしております。

　　社外監査役は、独立した立場で取締役会等に出席し、会社の意思決定方法や議題の内容、議事の

　進行等が公正妥当なものであるか、また一般株主の利益に相反しないものであるかどうか監視する

　とともに、常勤監査役や内部監査部門、会計監査人、また内部統制部門と連携し、会社の運営が客

　観的に公正妥当な経営判断のもと行われているか、監視をしております。
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（エ） 役員の報酬等

①  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

74,162 74,162 ― ― ― 7

監査役
(社外監査役を除く。)

6,890 6,890 ― ― ― 1

社外役員 5,676 5,676 ― ― ― 2

　

②  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

③  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　　　　　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なものはありません。

　

④  役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額の決定に関する方針を定めておりませんが、取締役会での決議により、世

間一般的な支給水準を勘案のうえ、それぞれの役員に求められる能力・責任に見合った報酬の額を

設定しております。また当社は現在、繰越損失が解消されていないことから、役員賞与や役員退職慰

労引当金繰入額を計上しておりませんが、将来においては業績や成果に連動して支給を検討する可

能性もあります。
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（オ）  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                       　 6銘柄

貸借対照表計上額の合計額  109,525千円

　

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目

的

　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

東急レクリエーション㈱ 2,500 1,333同業種につき協力関係維持のため

㈱三越伊勢丹ホールディ
ングス

697 700
個人消費動向や株主総会の運営方
法等の参考とするため

松竹㈱ 2,000 1,556同業種につき協力関係維持のため

㈱高島屋 2,000 1,536
重要な取引先であり協力関係維持
のため

　

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

　　　　　保有目的が純投資目的である投資株式はありません。

　

（カ）  会計監査の状況

　当社は八重洲監査法人と監査契約をしております。

　①業務を執行した公認会計士

　武田勇蔵氏

　齋藤　勉氏

（上記両名とも継続監査年数が7年を超えないため、継続監査年数の記載は省略しています。）

 

　②監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士6名、その他4名であります。
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（キ）その他

①取締役の定数

    当社の取締役は11名以内とする旨を定款で定めております。

②取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めてお

ります。

③株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

ａ．当社は、自己株式の取得について、経営環境の変化に対応して経営の諸政策を柔軟かつ機動的に遂行

することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等に

より自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

ｂ．当社は、取締役及び監査役が、職務の遂行にあたって期待される役割を十分発揮することができるよ

う、会社法第426条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）の

損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款で定めて

おります。

ｃ．当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって毎年９月30日を基準

日として中間配当をすることができる旨を定款で定めております。

④株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会における定足数を緩和することにより株主総会を円滑に運営することを目的として、会

社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の３分の２をもって行う旨を定款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 13,000 ― 13,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 13,000 ― 13,000 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

監査報酬の決定方針については特に定めはありませんが、監査契約締結時に会計監査人と監査日数

等について意見交換を行ったうえで双方合意のもと決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平

成21年３月31日まで)の連結財務諸表並びに前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)

の財務諸表については、公認会計士片渕博義氏、八重洲監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成

21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸表並びに当事業年度(平成21年４月１日から平成

22年３月31日まで)の財務諸表については、八重洲監査法人により監査を受けております。

　　　当社の監査公認会計士等は次のとおり異動しております。

　第138期連結会計年度の連結財務諸表および第138期事業年度の財務諸表　

　　　　　　　　　　　　　　　　公認会計士片渕博義氏、八重洲監査法人

　　第139期連結会計年度の連結財務諸表および第139期事業年度の財務諸表　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八重洲監査法人 
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 　当該異動について臨時報告書を提出しております。臨時報告書に記載した事項は次のとおりで

　 す。

(1)異動に係る監査公認会計士等

①退任する監査公認会計士等の名称

名　　　　称　　　片渕公認会計士事務所　

　　　　　　　　　公認会計士　片渕　博義

(2)異動の年月日

平成21年６月26日

(3)退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等になった年月日

平成20年６月27日

(4)退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

(5)異動の決定に至った理由及び経緯

　当社は現在、公認会計士片渕博義氏と八重洲監査法人が共同で監査関連業務を行っております

　が、公認会計士片渕博義氏より、当社の監査関連業務につき、会計監査人に求められているロー

　テーション・ルール（公認会計士法第24条の３）に従い、平成21年６月26日の任期満了日をもっ

　て会計監査人を退任したき届が提出されたため、平成21年５月15日開催の当社取締役会におい

　て、同届出を受理するに至りました。

　　なお今後は、八重洲監査法人が引き続き当社の監査関連業務を行います。

(6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る監査公認会計士等の意見

特段の意見はないとの申し出を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ

　加入し、有価証券報告書や四半期報告書の作成に関する各種セミナーへの参加や、機関誌および

　ホームページ等を閲覧し会計基準に関する情報の収集をはかっております。また、財団法人産業

　経理協会に加入し、会計制度に関する各種セミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 753,472 694,105

受取手形及び売掛金 58,437 53,354

たな卸資産 ※5
 3,299

※5
 3,047

繰延税金資産 43,104 22,880

その他 97,028 95,224

貸倒引当金 △1,887 △2,093

流動資産合計 953,453 866,517

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 4,182,249

※1
 4,143,422

減価償却累計額 △3,041,450 △3,145,430

建物及び構築物（純額） 1,140,799 997,992

機械装置及び運搬具 74,627 80,572

減価償却累計額 △57,789 △64,893

機械装置及び運搬具（純額） 16,838 15,679

工具、器具及び備品 271,846 253,659

減価償却累計額 △205,759 △198,324

工具、器具及び備品（純額） 66,087 55,335

土地 ※1, ※4
 3,861,284

※1, ※4
 3,861,284

リース資産 43,635 43,635

減価償却累計額 △5,091 △13,818

リース資産（純額） 38,544 29,817

有形固定資産合計 5,123,552 4,960,107

無形固定資産

借地権 76,260 76,260

リース資産 － 8,559

その他 12,948 11,512

無形固定資産合計 89,208 96,331

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 669,874

※2
 667,719

長期貸付金 735,128 732,901

敷金及び保証金 66,980 66,880

その他 109,355 91,836

貸倒引当金 △654,693 △654,645

投資その他の資産合計 926,644 904,691

固定資産合計 6,139,404 5,961,129

資産合計 7,092,857 6,827,646
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 83,775 85,424

短期借入金 ※1
 391,364

※1
 391,364

リース債務 8,727 10,629

未払法人税等 3,970 3,790

賞与引当金 14,055 14,332

その他 162,591 193,058

流動負債合計 664,482 698,597

固定負債

長期借入金 ※1
 1,358,207

※1
 966,843

リース債務 29,817 27,747

退職給付引当金 175,779 178,345

役員退職慰労引当金 18,648 18,648

長期預り敷金 608,880 602,874

再評価に係る繰延税金負債 ※4
 1,397,455

※4
 1,397,455

固定負債合計 3,588,786 3,191,912

負債合計 4,253,268 3,890,509

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,500 1,004,500

利益剰余金 △284,802 △188,777

自己株式 △6,635 △6,949

株主資本合計 713,063 808,774

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,747 △910

土地再評価差額金 ※4
 2,129,273

※4
 2,129,273

評価・換算差額等合計 2,126,526 2,128,363

純資産合計 2,839,589 2,937,137

負債純資産合計 7,092,857 6,827,646
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 2,089,428 2,007,885

売上原価 1,138,155 1,094,025

売上総利益 951,273 913,860

販売費及び一般管理費 ※1
 797,055

※1
 709,376

営業利益 154,218 204,484

営業外収益

受取利息及び配当金 8,694 10,619

持分法による投資利益 18,509 21,849

その他 1,818 2,540

営業外収益合計 29,021 35,008

営業外費用

支払利息 68,300 55,874

その他 75 106

営業外費用合計 68,375 55,980

経常利益 114,864 183,512

特別利益

貸倒引当金戻入額 ※3
 10,061 663

収用補償金 － 729

受取保険金 － 10,302

その他 ※2
 4,718

※2
 451

特別利益合計 14,779 12,145

特別損失

固定資産除却損 ※4
 1,757

※4
 1,288

投資有価証券評価損 － 2,000

減損損失 ※5
 16,369

※5
 47,261

社葬費用 － 10,953

環境対策費 － ※7
 13,936

その他 ※6
 2,437 －

特別損失合計 20,563 75,438

税金等調整前当期純利益 109,080 120,219

法人税、住民税及び事業税 3,459 3,970

法人税等調整額 5,667 20,224

法人税等合計 9,126 24,194

当期純利益 99,954 96,025
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,004,500 1,004,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,004,500 1,004,500

利益剰余金

前期末残高 △384,756 △284,802

当期変動額

当期純利益 99,954 96,025

当期変動額合計 99,954 96,025

当期末残高 △284,802 △188,777

自己株式

前期末残高 △6,092 △6,635

当期変動額

自己株式の取得 △543 △314

当期変動額合計 △543 △314

当期末残高 △6,635 △6,949

株主資本合計

前期末残高 613,652 713,063

当期変動額

当期純利益 99,954 96,025

自己株式の取得 △543 △314

当期変動額合計 99,411 95,711

当期末残高 713,063 808,774

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 413 △2,747

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,160 1,837

当期変動額合計 △3,160 1,837

当期末残高 △2,747 △910

土地再評価差額金

前期末残高 2,129,273 2,129,273

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,129,273 2,129,273
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,129,686 2,126,526

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,160 1,837

当期変動額合計 △3,160 1,837

当期末残高 2,126,526 2,128,363

純資産合計

前期末残高 2,743,338 2,839,589

当期変動額

当期純利益 99,954 96,025

自己株式の取得 △543 △314

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,160 1,837

当期変動額合計 96,251 97,548

当期末残高 2,839,589 2,937,137
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 109,080 120,219

減価償却費 149,677 140,187

減損損失 16,369 47,261

固定資産除却損 1,757 1,288

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,929 158

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,275 2,566

受取利息及び受取配当金 △6,694 △10,619

支払利息 68,300 55,874

為替差損益（△は益） 10 26

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,000

持分法による投資損益（△は益） △18,509 △21,849

売上債権の増減額（△は増加） △215 5,083

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,825 253

仕入債務の増減額（△は減少） 20,765 1,649

未払消費税等の増減額（△は減少） △5,501 4,677

その他 △26,078 17,706

小計 299,582 366,479

利息及び配当金の受取額 6,568 10,619

利息の支払額 △67,648 △55,483

法人税等の支払額 △4,618 △4,150

営業活動によるキャッシュ・フロー 233,884 317,465

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △50,000 －

定期預金の払戻による収入 100,224 50,000

有形固定資産の取得による支出 △57,744 △17,317

無形固定資産の取得による支出 － △1,648

出資金の回収による収入 70,859 23,841

貸付けによる支出 － △500

貸付金の回収による収入 4,965 2,727

投資その他の資産の増減額（△は増加） △3,175 17,447

投資活動によるキャッシュ・フロー 65,129 74,550

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △391,364 △391,364

リース債務の返済による支出 △5,091 △9,678

自己株式の取得による支出 △543 △314

財務活動によるキャッシュ・フロー △396,998 △401,356

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10 △26

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △97,995 △9,367

現金及び現金同等物の期首残高 551,467 453,472

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 453,472

※
 444,105
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【継続企業の前提に関する注記】

　

　前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　該当事項はありません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　３社

主要な連結子会社名は、「第１　企

業の概況　４　関係会社の状況」に

記載しているため、省略しており

ます。

(1) 連結子会社の数　３社

　　　　　同左

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社はありませ

ん。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

同左

　 (3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

非連結子会社５社はいずれも小規

模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及び

利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであ

ります。

(3) 非連結子会社について連結の範囲

から除いた理由

　　　　　同左

２　持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の関連会社数　１社

持分法適用の関連会社名　

㈱野和ビル

(1) 持分法適用の関連会社数　1社

同左

　 (2) 持分法を適用していない非連結子

会社５社及び関連会社１社(㈱フ

ラッグスビジョン)は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。

(2) 　　　　　同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

㈱寄居武蔵野
自動車教習所

１月31日

自由ヶ丘土地興業㈱ １月31日

上記の連結子会社の決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、連結

決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行ってお

ります。

同左
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、匿名組合契約に基

づく特別目的会社への出資

（金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみな

されるもの）については、

特別目的会社の損益の純額

に対する持分相当額を取り

込む方法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

有価証券

その他有価証券

　時価のあるもの

　       同左

 
 
 
 

　時価のないもの

　　　　 同左　

 
 
 

       　

　 たな卸資産

・通常の販売目的で保有するたな

卸資産

  商品及び貯蔵品

  最終仕入原価法

（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

 
　（会計方針の変更）
　当連結会計年度より、「棚卸資産の評
価に関する会計基準」（企業会計基準
第９号　平成18年７月５日公表分）を適
用しております。
　これによる営業利益、経常利益及び税
金等調整前当期純利益に与える影響は
ありません。

たな卸資産

・通常の販売目的で保有するたな

卸資産

　商品及び貯蔵品

　最終仕入原価法

（収益性の低下による簿

価切下げの方法）
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法
 

建物(建物附属設備は除く)

　定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

 
その他の有形固定資産（リース

資産を除く）

　定率法によっております。

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。
 

 

 

 

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算定する定額

法によっております。なお、リー

ス取引会計基準の改正適用初年

度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。
 
　（会計方針の変更）
所有権移転外ファイナンス・リース
取引については、従来、賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっており
ましたが、当連結会計年度より、「リー
ス取引に関する会計基準」（企業会計
基準第13号（平成５年６月17日（企業
会計審議会第一部会）、平成19年３月
30日改正））及び「リース取引に関す
る会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第16号（平成６年１月18日
（日本公認会計士協会　会計制度委員
会）、平成19年３月30日改正））を適
用し、通常の売買取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。
　なお、リース取引会計基準の改正適用
初年度開始前の所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引については、引き続
き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。　
　これによる営業利益、経常利益及び税
金等調整前当期純利益に与える影響は
ありません。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法
  ①有形固定資産(リース資産は除く)

建物(建物附属設備は除く)

　定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

 
その他の有形固定資産

　定率法によっております。

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。

 
  ②無形固定資産(リース資産は除く)

　定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基

準によっております。
 
  ③リース資産(所有権移転外ファイナ
　　ンス・リース取引に係るリース資
　　産)

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零として算定する定額

法によっております。 なお、

リース取引会計基準の改正適用

初年度開始前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引につ

いては、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　

無形固定資産
　定額法
　なお、耐用年数及び残存価額に
ついては、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっており
ます。

 

　

　 (3) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備え
るため、一般債権については貸
倒実績率法により、貸倒懸念債
権等については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込み額
を計上
 

(3) 重要な引当金の計上基準
同左

　 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるた
め、将来の支給見込額のうち当
期の負担額を計上
 

同左

 
 
 
 

　 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務の見込額に基づき
計上

　

退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務（当連結会計年度
末時点の自己都合要支給額を退
職給付とする簡便法）に基づ
き、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を
計上

　　　　　
　 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備え
るため、「役員退職慰労金規
程」に基づく当連結会計年度末
における基準額を計上

同左
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前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　 (4) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
　金利スワップ取引については、
特例処理の要件を満たしており
ますので、特例処理を採用して
おります。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段
　　金利スワップ
　ヘッジ対象
　　借入金の利息
③ヘッジ方針
　借入金の金利変動リスクを回
避する目的で金利スワップ取引
を行っております。
④ヘッジの有効性評価の方法
　金利スワップの特例処理の要
件を満たしておりますので、決
算日における有効性の評価を省
略しております。
　

(5) 特別目的会社を利用した不動産
　　 事業に関する会計処理

　不動産事業に係る匿名組合契
約に基づき特別目的会社に出資
しておりますが、当該拠出金は
連結貸借対照表上、匿名組合財
産の持分割合相当額を「投資有
価証券」に計上しております。
匿名組合から分配された損益に
ついては、「売上高」に計上す
るとともに同額を「投資有価証
券」に加減し、営業者からの出
資金の払戻しについては「投資
有価証券」を減額させておりま
す。

 

(4) 重要なヘッジ会計の方法
　　　　 同左　　　　
 

 
　　　　　　　 
　　　　 同左
　
 
　　　　　　　 
 
　　　　 同左
 

 
         同左
 
　
 

 
(5) 特別目的会社を利用した不動産
     事業に関する会計処理

同左

　 (6) その他連結財務諸表作成のため

　　の重要な事項

    消費税等の会計処理

      消費税および地方消費税の会計

　　処理は税抜方式によっておりま

　　す。

(6) その他連結財務諸表作成のため

　　の重要な事項

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却は、５年間の均等償却を

行っております。

同左

 
７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。

同左
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） 　
　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において「商品及び貯蔵品」として掲記

されたものは、当連結会計年度から「たな卸資産」と掲

記し、その内訳を注記で示しております。

　　　　　　　　　　　　―

　なお、前連結会計年度の「商品及び貯蔵品」に含まれる

「商品」「貯蔵品」は、それぞれ、4,673千円、452千円で

あります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 714,056千円

土地 3,762,683千円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 1,524,571千円

(うち１年以内返済予定の長期借入金 331,364千円)
 

※１　担保資産及び担保付債務

　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 670,953千円

土地 3,762,683千円

　　　担保付債務は次のとおりであります。

長期借入金 1,193,207千円

(うち１年以内返済予定の長期借入金 331,364千円)
 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券 111,320千円
 

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

投資有価証券 133,170千円
 

　３　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入に対し保証

をしております。

㈱野和ビル 448,000千円

計 448,000千円

 

　３　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入に対し保証

をしております。

㈱野和ビル 450,000千円

計 450,000千円

 
※４　土地の再評価の適用

「土地の再評価に関する法律」(平成10年法律第

34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律」(平成11年法律第24号)に基づき、

事業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除し

た金額を「土地再評価差額金」として純資産の部

に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日、公布政令第119号)第２条第４号に定める、地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算定した価額に合理的な調整を行って算定

する方法により算出しております。

再評価を行った年月日 平成12年３月31日

再評価を行った土地
の期末における時価
と再評価後の帳簿価
額との差額

再評価を行った土地の

期末における時価が再

評価後の帳簿価額を上

回っているため記載し

ておりません。
 

※４　土地の再評価の適用

　　　　　　　　同左

 
 

 

※５　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　　　　　商品　　　　　　　　　　　　　　2,862千円

　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　  437千円

※５　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　　　　　商品　　　　　　　　　　　　　　2,594千円

　　　　　貯蔵品　　　　　　　　　　　　　  453千円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

　　給料及び手当 229,213千円

　　役員報酬 148,808千円

　　賞与引当金繰入額 14,055千円

　　減価償却費 44,666千円

　　租税公課 30,958千円

　　法定福利費 40,865千円

　　地代家賃 99,794千円

　　支払手数料 46,879千円

　  退職給付費用 9,295千円

　　交際費 12,533千円

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

　　給料及び手当 218,917千円

　　役員報酬 113,448千円

　　賞与引当金繰入額 14,332千円

　　減価償却費 42,492千円

　　租税公課 31,951千円

　　法定福利費 37,524千円

　　地代家賃 100,432千円

　　支払手数料 26,182千円

　  退職給付費用 9,646千円

　　交際費 10,762千円

※２　特別利益の「その他」の内訳は次のとおりであり

ます。

　 事業税還付税額等 1,115千円

　 その他 3,603千円

　 合計 4,718千円

 

※２　特別利益の「その他」の内訳は次のとおりであり

ます。

　 事業税還付税額等 272千円

　 その他 179千円

　 合計 451千円

 
※３　貸倒引当金戻入額の内訳は次の通りであります。

　　 長期貸付金に係る引当　　 　 　  　 10,061千円

―

 

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　 車両運搬具 1,246千円

　 工具、器具及び備品 511千円

　 合計 1,757千円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　 車両運搬具 41千円

　 工具、器具及び備品 1,247千円

　 合計 1,288千円
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産
グループについて減損損失を計上しております。
名称及び場所 用途 種類 減損損失額(千円)

甲府武蔵野シネマ

ファイブ（山梨県甲

府市）

映画館
土　地 16,369

合  計 16,369

①資産のグルーピングの方法
　当社グループは減損損失を認識するにあたり、個々の
事業所及び賃貸資産をキャッシュ・フローを生み出す
最小単位として、また、遊休資産については個別物件単
位によりグルーピングしております。本社資産につきま
しては共用資産としてグルーピングしております。
②減損損失の認識に至った経緯
　固定資産の経済的使用年数に対する将来キャッシュ・
フローの予測値が帳簿価額を下回っていたことに加え、
不動産価額の著しい下落により、減損損失を認識するに
至りました。
③回収可能価額の算定方法
　正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士によ
る販売経費等を差し引いた鑑定評価額を使用しており
ます。

 

※５　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産
グループについて減損損失を計上しております。
名称及び場所 用途 種類 減損損失額(千円)

トラスコハーバービ

ル（東京都港区）

オフィ

スビル

建物附属

設備

 

工具、器具

及び備品

46,514

 

747

 

 

合  計 47,261

①資産のグルーピングの方法
　当社グループは減損損失を認識するにあたり、個々の
事業所及び賃貸資産をキャッシュ・フローを生み出す
最小単位として、また、遊休資産については個別物件単
位によりグルーピングしております。本社資産につきま
しては共用資産としてグルーピングしております。
②減損損失の認識に至った経緯
　当該ビルは当社が一括で借り受け、テナントを募って
賃貸に供している転貸物件でありますが、平成22年5月
31日に賃貸借契約を解約することが確定しているため、
当該ビルの投下固定資産につき経済的使用年数に対す
る将来キャッシュ・フローの予測値を測定したところ、
減損損失を認識するに至りました。
③回収可能価額の算定方法
　正味売却価額により測定しております。当該固定資産
は除却予定であるため、処分価額を０円として算定して
おります。
 

※６　特別損失の「その他」の内訳は次のとおりであり

ます。

　 ヨガ教室閉鎖諸費用 220千円

　 その他 2,217千円

　 合計 2,437千円

 

―

 
 

※７　―

 

※７　環境対策費はアスベスト除去費用であります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,500,000 ― ― 10,500,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 23,007 2,760 ― 25,767

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加2,760株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,500,000 ― ― 10,500,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 25,767 1,820 ― 27,587

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加1,820株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

次へ
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 753,472千円

期間が３ヶ月を超える定期預金 △300,000千円

現金及び現金同等物 453,472千円

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 694,105千円

期間が３ヶ月を超える定期預金 △250,000千円

現金及び現金同等物 444,105千円

　
(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　  リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引
（借主側）

　  リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引
（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　 　
機械装置及
び運搬具
(千円)

　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　 234,187　 4,170　 238,357

減価償却累
計額相当額 　 197,238　 2,645　 199,883

期末残高
相当額 　 36,949　 1,525　 38,474
　

　 　
機械装置及
び運搬具
(千円)

　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　 53,190　 2,784　 55,974

減価償却累
計額相当額 　 26,951　 1,816　 28,767

期末残高
相当額 　 26,239　 968　 27,207
　

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しています。

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い

ため、「支払利子込み法」により算定しています。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,266千円

１年超 27,206千円

合計 38,472千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しています。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 11,139千円

１年超 16,068千円

合計 27,207千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残

高の割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しています。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 15,353千円

減価償却費相当額 15,353千円
 

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 11,267千円

減価償却費相当額 11,267千円
 

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっています。
 

ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産

ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産

（借主側）

①リース資産の内容
 ・有形固定資産
　スポーツ・レジャー事業部門におけるフィットネスク
ラブのマシンジム設備一式（工具、器具及び備品）であ
ります。

（借主側）

①リース資産の内容
　・有形固定資産
　スポーツ・レジャー事業部門におけるフィットネスク
ラブのマシンジム設備一式（工具、器具及び備品）であ
ります。
　・無形固定資産
　ソフトウェア（会計システム）であります。

②リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定
する定額法によっております。

②リース資産の減価償却の方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す
る定額法によっております。
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(金融商品関係)

　

当連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

　

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。

　

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に映画館、フィットネスクラブ、自動車教習所等の設備の維持管理および新たな設

備投資計画に照らして、また通常の運転資金として、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。資

金運用については主に短期的な預金等により運用し、銀行等金融機関からの借入により調達しておりま

す。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に

取引先企業や同業他社等、業務に関連する株式および匿名組合出資等であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。また、一部非連結の子会社等に対し長期貸付を行っております。

営業債務である買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。借入金およびファイナンス・リース

取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達または通常の運転資金として調達をしたも

のであり、償還日は決算日後、最長で５年11ヶ月後であります。このうち一部は、変動金利であるため金利

の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしておりま

す。

デリバティブ取引は、一部の長期借入金の支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引（金利固定化）

を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ

方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている

「重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。

　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、経理規程に定められた「債権・債務の管理」に関する条項に沿って、営業債権及び長期貸付

金について、各事業部門における管理責任者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。連結子会社についても、当社の経理規程に準じて、同様の管理を行っております。

投資有価証券は、取引先企業や同業他社等、業務に関連した信頼関係の強い相手先に関連する株式や

匿名組合出資が主であり、経理規程に定められた「資金調達運用」に関する条項に沿って管理してお

り、信用リスクにつきましても僅少かつ早期に見極めが可能と考えております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表

価額により表わされています。
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②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、一部長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、また取引先企

業との関係を勘案して保有体制の合理性を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、経理規程に定められた「資金調達運用」に関する条項に従って、執行

・管理しております。

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性を連結売上高の１／５相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。

　

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち58.3％が特定の大口顧客に対するものであります。
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２  金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参

照ください。)。
　　(単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 694,105 694,105 ―

(2) 受取手形及び売掛金 53,354 53,354 ―

(3) 投資有価証券 　 　 　

   その他有価証券 13,092 13,092 ―

資産計 760,551 760,551 ―

(1) 買掛金 85,424 85,424 ―

(2) 長期借入金（一年以内返済予
定のものを含む。）

1,358,207 1,352,075 △6,132

(3) リース債務（一年以内返済予
定のものを含む。）

38,376 37,926 △450

負債計 1,482,007 1,475,425 △6,582

デリバティブ取引 ― ― ―

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、（有価証券関係）注記を参照ください。

　

負  債

(1) 買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

　

(2) 長期借入金、ならびに(3) リース債務

これらの時価については主に、将来キャッシュ・フローに信用リスクを織り込み、リスクフリーレート

（国債利回りの利率）で割り引いて算定する方法によっております。なお、一部の借入金の時価について

は、金利スワップの特例処理の対象とされていることから、当該金利スワップと一体として処理された将

来キャッシュ・フローに信用リスクを織り込み、リスクフリーレート（国債利回りの利率）で割り引い

て算定する方法によっております。

　

デリバティブ取引

（デリバティブ取引関係）注記をご参照ください。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式および匿名組合出資
金

654,627

長期貸付金 732,901

長期預り敷金 602,874

保証債務 ―

※　当連結会計年度末における保証債務の額は450,000千円であります。

　

非上場株式および匿名組合出資金は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券　その他有価証券」に

は含めておりません。また、「長期貸付金」「長期預り敷金」「保証債務」についても、諸般の取引条件

を勘案した結果、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価についての記載を行っており

ません。

　

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
(単位：千円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 694,105 ― ― ―

受取手形及び売掛金 53,354 ― ― ―

長期貸付金 2,139 8,558 10,697711,507

合計 749,598 8,558 10,697711,507

　

(注４)長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

　 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 391,364391,364284,124100,044100,04491,267

リース債務 10,629 10,629 10,629 5,538 951 ―

合計 401,993401,993294,753105,582100,99591,267

　

　

　

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの（平成21年３月31日）

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における連結
貸借対照表計上額(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

①株式 1,043 1,130 87

小計 1,043 1,130 87

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

①株式 4,121 3,122 △999

①投資信託 9,455 7,620 △1,835

小計 13,576 10,742 △2,834

合計 14,619 11,872 △2,747

（注）「その他有価証券で時価のある株式」の減損にあたっては、内規に基づき、時価が取得原価の50%超の銘柄について

その回復可能性を検討して計上しておりますが、当連結会計年度においては減損処理を行っておりません。

　

２　時価評価されていない主な有価証券（平成21年３月31日）

　 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 子会社及び関連会社株式 　

　　関連会社株式 111,320

(2) その他有価証券 　

　　非上場株式 106,900

　　匿名組合出資 439,782

　

３　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　　当連結会計年度に売却したその他有価証券はありません。
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当連結会計年度

１　その他有価証券（平成22年３月31日）

区分
連結決算日における連結
貸借対照表計上額(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

①株式 2,236 1,679 557

小計 2,236 1,679 557

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

①株式 2,888 3,484 △596

①投資信託 7,968 8,839 △871

小計 10,856 12,323 △1,467

合計 13,092 14,002 △910

　

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　当連結会計年度に売却したその他有価証券はありません。

　

３　減損処理を行った有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　　当連結会計年度において減損処理を行い、その他有価証券のうち一部非上場株式につき、投資有

　価証券評価損2,000千円を計上しております。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(平成20年４月１日～平成21年３月31日)

(1) 取引の状況に関する事項

①取引の内容

　　利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。

②取引に対する取組方針　

　　デリバティブ取引を、長期借入金の金利変動リスクを回避する目的にのみ利用しており、投機的

　な取引は行わない方針であります。

③取引の利用目的

　　変動金利支払の長期借入金について、金利変動リスクをヘッジするため金利スワップ取引を利用

　しております。なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

　(a)ヘッジ会計の方法

　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用してお

　ります。

　(b)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　　ヘッジ対象・・・借入金の利息

　(c)ヘッジ方針

　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引を行っております。

　(d)ヘッジの有効性評価の方法

　　金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日における有効性の評価を省略し

　ております。

④取引に係るリスクの内容

　　金利変動によって損失を被る市場リスクと、取引の相手先の契約不履行等で損失を被る信用リス

　クを有しております。市場リスクについては、金利変動リスクを回避する目的で金利固定化を行っ

　ている取引であるため、リスクの上限は把握が可能であるものと考えております。また、信用リス

　クについては、取引先が信用度の高い金融機関であるため、リスクが実現する可能性は極めて少な

　いものと認識しております。

⑤取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の執行は担当取締役を座長とする会議の決定に基づき、経理部門にて行ってお

　ります。取引の管理については定期的に担当者によって残高状況および市場の状況等が把握され、

　随時関係役員に報告がなされております。

　

(2)取引の時価等に関する事項

　  ヘッジ会計（金利スワップの特例処理）を適用しておりますので、記載を省略しております。
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　当連結会計年度(平成21年４月１日～平成22年３月31日)

　１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 (1)金利関連

　(単位：千円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

　 　 　

  支払固定・
  受取変動

475,000 247,000(注)

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　
　

前へ　　　次へ
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(退職給付関係)

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項 　

　(1) 退職給付債務 △175,779千円

　(2) 退職給付引当金 △175,779千円

　

３　退職給付費用の内訳 　

　(1) 勤務費用 9,295千円

　

(注)　当社及び連結子会社は、退職給付規程に定められた従業員の数がいずれも300人未満であり、またグループ全体と

しても300人に満たないため、簡便法による期末自己都合要支給額の100％を退職給付債務としております。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　採用している退職給付制度

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

　

２　退職給付債務に関する事項 　

　(1) 退職給付債務 △178,345千円

　(2) 退職給付引当金 △178,345千円

　

３　退職給付費用の内訳 　

　(1) 勤務費用 9,646千円

　

(注)　当社及び連結子会社は、退職給付規程に定められた従業員の数がいずれも300人未満であり、またグループ全体と

しても300人に満たないため、簡便法による期末自己都合要支給額の100％を退職給付債務としております。

　

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 税務上の
繰越欠損金

　 346,587千円

　 未払事業税 　 2,385千円

　 減損損失 　 6,472千円

　 賞与引当金 　 5,558千円

　
その他の投資
評価損

　 149,085千円

　
投資有価証券
評価損

　 54,310千円

　 退職給付引当金 　 64,407千円

　 貸倒に係る損失 　 233,605千円

　 その他 　 8,413千円

　 繰延税金資産計 　 870,822千円

　 評価性引当額 △ 827,718千円

　繰延税金資産
　の純額 　 　 43,104千円

　再評価に係る
　繰延税金負債

事業用土地

再評価差額
　 1,397,455千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産 税務上の
繰越欠損金

　 272,212千円

　 未払事業税 　 1,160千円

　 減損損失 　 25,159千円

　 賞与引当金 　 5,667千円

　
その他の投資
評価損

　 149,590千円

　
投資有価証券
評価損

　 55,101千円

　 退職給付引当金 　 66,686千円

　 貸倒に係る損失 　 233,853千円

　 その他 　 9,859千円

　 繰延税金資産計 　 819,287千円

　 評価性引当額 △ 796,407千円

　繰延税金資産
　の純額 　 　 22,880千円

　再評価に係る
　繰延税金負債

事業用土地

再評価差額
　 1,397,455千円

(注)1.当連結会計年度における繰延税金資産の純額は連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　　　流動資産－繰延税金資産　　　 　　43,104千円

(注)1.当連結会計年度における繰延税金資産の純額は連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　    流動資産－繰延税金資産　　　   　22,880千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
法定実効税率 　 　 39.54％

(調整項目) 　 　 　
交際費等損金に算
入されない項目 　 　 8.41％

評価性引当額 　 　 △43.29％

その他 　 　 3.71％
税効果会計適用後
の法人税等の
負担率

　 　 8.37％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
法定実効税率 　 　 39.54％

(調整項目) 　 　 　
交際費等損金に算
入されない項目 　 　 6.93％

評価性引当額 　 　 △26.34％

その他 　 　 △0.01％
税効果会計適用後
の法人税等の
負担率

　 　 20.12％
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(賃貸等不動産関係)

　

当連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

　

(追加情報)

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号  平成20年

11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第23号

 平成20年11月28日)を適用しております。

　

①賃貸等不動産の概要

　当社グループでは、主に東京都及び埼玉県において、賃貸用の商業テナントビル（土地を含む。）や商業テ

ナントビルに供している敷地等を所有しております。

②賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における

時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価
前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

4,081,223 △79,655 4,001,568 5,520,511

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２  主な変動

当連結会計年度増減額のうち、主な増加は、大宮ビル建物附属設備5,112千円によるものであり、主な減少額

は、トラスコハーバービル減損損失47,261千円、減価償却費37,469千円によるものであります。

３  時価の算定方法

当連結会計年度の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて

調整を行ったものを含む。)であります。

　

また、賃貸等不動産に関する平成22年３月期における損益は、次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他損益

526,649 197,014 329,635 △47,261

（注）１　賃貸収益および賃貸費用は、不動産賃貸収入とこれに対する費用（減価償却費、修繕費、水道光熱費、

　　管理費、租税公課等）であります。

２　その他損益は減損損失であり、特別損失に計上されております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　

区分
映画興行
事業
(千円)

スポーツレ
ジャー事業
(千円)

不動産
事業
(千円)

自動車
教習事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

　 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

406,276262,288769,750370,619280,4952,089,428― 2,089,428

　(2) セグメント間
　　　の内部売上高
　　　又は振替高

― ― 70,416 ― ― 70,416(70,416)―

計 406,276262,288840,166370,619280,4952,159,844(70,416)2,089,428

　　営業費用 439,853301,904684,555329,083250,6892,006,084(70,874)1,935,210

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

△33,577△39,616155,61141,53629,806153,760 458 154,218

Ⅱ　資産、減価償却
　　費、減損損失及び
　　資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資産 422,137279,6864,308,374415,65132,8135,458,6611,634,1967,092,857

　　　減価償却費 25,57136,88452,93825,895 ― 141,2888,389149,677

　　　減損損失 16,369 ― ― ― ― 16,369 ― 16,369

　　　資本的支出 4,142 9,923 29,45614,223 ― 57,744 ― 57,744

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1)映画興行事業 映画興行及び映画館売店等の運営

(2)スポーツレジャー事業 スポーツクラブ、ヨガ教室の運営

(3)不動産事業 不動産の販売及びテナントビル等の賃貸等

(4)自動車教習事業 自動車教習所の運営

(5)その他の事業 物品販売及び版権事業等

３　営業費用のうち、消去又は全社に含めた配賦不能運営費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の額は2,630,386千円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現預金等)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理部門に係わる資産等であります。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

区分
映画興行
事業
(千円)

スポーツレ
ジャー事業
(千円)

不動産
事業
(千円)

自動車
教習事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び
　　営業損益

　 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

426,780225,079742,653352,412260,9612,007,885― 2,007,885

　(2) セグメント間
　　　の内部売上高
　　　又は振替高

― ― 70,416 ― ― 70,416(70,416)―

計 426,780225,079813,069352,412260,9612,078,301(70,416)2,007,885

　　営業費用 453,053295,470588,405314,970220,4781,872,376(68,975)1,803,401

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

△26,273△70,391224,66437,44240,483205,925(1,441)204,484

Ⅱ　資産、減価償却
　　費、減損損失及び
　　資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資産 399,347247,0974,234,715353,07432,0055,266,2381,561,4086,827,646

　　　減価償却費 24,67434,47447,87325,193 ― 132,2147,973140,187

　　　減損損失 ― ― 47,261 ― ― 47,261 ― 47,261

　　　資本的支出 11,8682,289 5,112 1,815 ― 21,084 ― 21,084

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

(1)映画興行事業 映画興行及び映画館売店等の運営

(2)スポーツレジャー事業 スポーツクラブ、ヨガ教室の運営

(3)不動産事業 不動産の販売及びテナントビル等の賃貸等

(4)自動車教習事業 自動車教習所の運営

(5)その他の事業 物品販売及び版権事業等

３　営業費用のうち、消去又は全社に含めた配賦不能運営費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の額は2,481,007千円であり、その主なものは親会社での余

資運用資金(現預金等)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理部門に係わる資産等であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当する事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当する事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（追加情報）

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17

日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年

10月17日）を適用しております。

　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、「連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取

引」及び「親会社又は重要な関連会社に関する注記」のうち「重要な関連会社の要約財務情報」を追加

して記載しております。

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連
会社

(株)野和ビル
東京都
新宿区

20 ビル賃貸業
(所有）
直接50.0

敷地の賃貸
役員の兼任

敷地の賃貸 157
長期預り
敷金
前受金

411
 
12

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．期末残高、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 (株)甲西商事
山梨県甲
府市

10
貴金属・雑
貨販売

（所有）
間接100.0

役員の兼任 資金の貸付 ― 長期貸付金 115

子会社 (有)平安物産
東京都新
宿区

30
室内装飾品
販売

なし 役員の兼任 資金の貸付 ― 長期貸付金 258

子会社
(有)エム・プ
ラザ

東京都新
宿区

5
美術工芸品
リース販売

なし 役員の兼任 資金の貸付 ―
長期貸付金
未収入金

157
2

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　 ・上記取引のいずれについても、全額貸倒引当金を計上済であります。

　　　　 ・（有）平安物産、（有）エム・プラザは、取締役の全員を提出会社の取締役または使用人　　　　　

　　　　　であった者が兼任しているため、提出会社が実質的に支配していると認められる会社であ　　

　　　　　ります。

　　　２．期末残高には消費税等は含まれておりません。
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(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の

被所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員 河野勝雄 ― ―
当社
代表取締役
会長

直接18.5資金の貸付
貸付資金の
回収
受取利息

2
3

長期貸付金
 

100

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．期末残高、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社は（株）野和ビルであり、その要約財務情報は以下のとおり

であります。

　
（単位：百万

円）

流動資産合計 307

固定資産合計 1,855

　 　

流動負債合計 74

固定負債合計 1,886

　 　

純資産合計 202

　 　

売上高 591

税引前当期純利益 62

当期純利益 37
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連
会社

(株)野和ビル
東京都
新宿区

20,000ビル賃貸業
(所有）
直接50.0

敷地の賃貸
役員の兼任

敷地の賃貸

 
債務保証

156,468

 
450,000

長期預り
敷金
前受金
―

411,300
 

12,919
―

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．期末残高、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．債務保証につきましては金融機関よりの借入金に対して債務保証を行ったものであり、

　　　　　　保証料の受領はしておりません。

　

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 (株)甲西商事
山梨県甲
府市

10,000
貴金属・雑
貨販売

（所有）
間接100.0

役員の兼任 資金の貸付 ― 長期貸付金 114,500

子会社 (有)平安物産
東京都新
宿区

30,000
室内装飾品
販売

なし 役員の兼任 資金の貸付 ― 長期貸付金 257,676

子会社
(有)エム・プ
ラザ

東京都新
宿区

5,000
美術工芸品
リース販売

なし 役員の兼任 資金の貸付 ―
長期貸付金
未収入金

157,000
1,610

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　 ・上記取引のいずれについても、全額貸倒引当金を計上済であります。

　　　　 ・（有）平安物産、（有）エム・プラザは、取締役の全員を提出会社の取締役または使用人　　　　　

　　　　　であった者が兼任しているため、提出会社が実質的に支配していると認められる会社であ　　

　　　　　ります。

　　　２．期末残高には消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

 77/117



(イ) 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の

被所有割
合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 河野勝雄 ― ―
当社
代表取締役
会長

直接18.5　
　　
資金の貸付

貸付資金の
回収
受取利息

1,570
2,984

長期貸付金 98,520

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　 ・取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

　　　２．期末残高、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　　　３．河野勝雄氏は平成21年８月26日に死去したことに伴い、代表取締役会長を退任し関連当

　　　　　事者に該当しなくなったため、関連当事者であった期間中の取引金額及び代表取締役会

　　　　　長退任時点での取引残高を記載しております。また、議決権等の被所有割合につきまし

　　　　　ては、事業年度末日現在名義変更手続きが未了のため 、平成22年3月31日現在の被所有

　　　　　割合を記載しております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社は（株）野和ビルであり、その要約財務情報は以下のとおり

であります。

　 （単位：千円）

流動資産合計 247,005

固定資産合計 1,809,294

　 　

流動負債合計 67,461

固定負債合計 1,742,499

　 　

純資産合計 246,339

　 　

売上高 579,321

税引前当期純利益 72,699

当期純利益 43,699
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

　　（自　平成20年４月１日
　　　至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
　　（自　平成21年４月１日 
　　　至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 271.10円 280.46円

１株当たり当期純利益 9.54円 9.17円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

潜在株式がないため記載しておりま

せん。

 
算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合

計額

2,839,589千円

普通株式に係る純資産額

2,839,589千円

普通株式の発行済株式数

10,500,000株

普通株式の自己株式数

25,767株

１株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

10,474,233株

 

潜在株式がないため記載しておりま

せん。

 
算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合

計額

2,937,137千円

普通株式に係る純資産額

2,937,137千円

普通株式の発行済株式数

10,500,000株

普通株式の自己株式数

27,587株

１株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

10,472,413株

 
　 ２　１株当たり当期純利益

　連結損益計算書上の当期純利益

99,954千円

　普通株式に係る当期純利益

99,954千円

　普通株主に帰属しない

　金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の

　期中平均株式数

10,475,915株

２　１株当たり当期純利益

　連結損益計算書上の当期純利益

96,025千円

　普通株式に係る当期純利益

96,025千円

　普通株主に帰属しない

　金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の

　期中平均株式数

10,472,516株

　

(重要な後発事象)

　前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。

　

　当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

前期末および当期末現在において、発行している社債はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

　 　 　 　 　

短期借入金 ― 　― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 391,364 391,364 3.32 ―

１年以内に返済予定のリース債務 8,727 10,629 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,358,207 966,843 3.32
平成24年9月～

平成28年2月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

29,817 27,747 ―
平成25年8月～

平成26年9月

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 1,788,1151,396,583 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務については、計上方法を利息相当額を認識しない簡便処理によっているため、「平均利率」を記載

しておりません。

３　長期借入金およびリース債務（１年以内返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりであります。

　

　
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 391,364 284,124 100,044 100,044

リース債務 10,629 10,629 5,538 951

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　
第１四半期

(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

第２四半期
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

第３四半期
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

第４四半期
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 (千円) 509,081 489,331 473,266 536,207

税金等調整前四
半期純利益金額 (千円) 63,432 12,608 37,572 6,607

四半期純利益金
額又は四半期純
損失金額(△)

(千円) 62,439 11,616 36,580 △14,610

１株当たり四半
期純利益金額又
は１株当たり四
半 期 損 失 金 額
(△)

(円) 5.96 1.11 3.49 △1.40
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 510,206 512,523

受取手形 23,516 18,992

売掛金 34,921 33,610

たな卸資産 ※5
 3,036

※5
 2,759

前払費用 30,555 34,462

未収入金 4,142 3,235

繰延税金資産 43,104 22,880

その他 64,372 60,784

貸倒引当金 △239 △338

流動資産合計 713,613 688,907

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 3,077,107

※1
 3,037,994

減価償却累計額 △2,262,124 △2,342,994

建物（純額） 814,983 695,000

構築物 2,045 2,045

減価償却累計額 △1,915 △1,950

構築物（純額） 130 95

機械及び装置 4,117 10,318

減価償却累計額 △3,838 △3,995

機械及び装置（純額） 279 6,323

車両運搬具 5,640 5,640

減価償却累計額 △3,985 △4,657

車両運搬具（純額） 1,655 983

工具、器具及び備品 246,410 227,792

減価償却累計額 △185,558 △175,894

工具、器具及び備品（純額） 60,852 51,898

土地 ※1, ※4
 3,820,715

※1, ※4
 3,820,715

リース資産 43,635 43,635

減価償却累計額 △5,091 △13,818

リース資産（純額） 38,544 29,817

有形固定資産合計 4,737,158 4,604,831

無形固定資産

借地権 22,460 22,460

商標権 3,654 3,530

ソフトウエア 796 673

リース資産 － 8,559

電話加入権 4,007 4,007

無形固定資産合計 30,917 39,229
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 558,054 534,050

関係会社株式 134,224 134,224

関係会社長期貸付金 713,604 564,814

敷金及び保証金 ※2
 644,180

※2
 644,160

その他 102,712 88,974

貸倒引当金 △497,338 △400,740

投資その他の資産合計 1,655,436 1,565,482

固定資産合計 6,423,511 6,209,542

資産合計 7,137,124 6,898,449

負債の部

流動負債

買掛金 75,927 78,067

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 391,364

※1
 391,364

リース債務 8,727 10,629

未払金 30,278 54,417

未払法人税等 3,650 3,650

未払消費税等 91 4,140

未払費用 11,788 12,294

前受金 60,560 56,706

預り金 5,069 9,180

賞与引当金 9,995 10,585

流動負債合計 597,449 631,032

固定負債

長期借入金 ※1
 1,358,207

※1
 966,843

リース債務 29,817 27,747

退職給付引当金 43,757 47,024

役員退職慰労引当金 18,648 18,648

長期預り敷金 ※2
 608,880

※2
 602,874

再評価に係る繰延税金負債 ※4
 1,397,455

※4
 1,397,455

固定負債合計 3,456,764 3,060,591

負債合計 4,054,213 3,691,623
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,004,500 1,004,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △41,480 80,912

利益剰余金合計 △41,480 80,912

自己株式 △6,635 △6,949

株主資本合計 956,385 1,078,463

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,747 △910

土地再評価差額金 ※4
 2,129,273

※4
 2,129,273

評価・換算差額等合計 2,126,526 2,128,363

純資産合計 3,082,911 3,206,826

負債純資産合計 7,137,124 6,898,449
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高

映画興行事業売上高 ※2
 406,276

※2
 426,780

スポーツ・レジャー事業売上高 ※2
 262,287

※2
 225,079

不動産事業売上高 ※1
 773,054

※1
 746,004

その他の事業売上高 ※2
 104,474

※2
 87,580

売上高合計 1,546,091 1,485,443

売上原価

映画興行事業売上原価 ※2
 422,260

※2
 437,858

スポーツ・レジャー事業売上原価 ※2
 280,010

※2
 270,252

不動産事業売上原価 ※1
 253,052

※1
 232,685

その他の事業売上原価 ※2
 98,813

※2
 71,186

売上原価合計 1,054,135 1,011,981

売上総利益 491,956 473,462

販売費及び一般管理費

役員報酬 116,888 86,728

給料及び手当 36,575 34,025

租税公課 8,395 7,179

賞与引当金繰入額 9,995 10,585

地代家賃 63,176 64,153

法定福利費 15,050 15,460

支払手数料 45,928 25,084

減価償却費 8,389 7,973

交際費 11,801 10,289

雑費 74,764 61,824

販売費及び一般管理費合計 390,961 323,300

営業利益 100,995 150,162

営業外収益

受取利息 ※1
 23,998

※1
 20,131

受取配当金 1,986 929

雑収入 1,181 1,064

営業外収益合計 27,165 22,124

営業外費用

支払利息 68,300 52,769

雑損失 75 27

営業外費用合計 68,375 52,796

経常利益 59,785 119,490
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 ※5
 34,906

※5
 95,299

受取保険金 － 5,874

その他 ※3
 1,744

※3
 1,000

特別利益合計 36,650 102,173

特別損失

固定資産除却損 ※4
 80

※4
 1,247

投資有価証券評価損 － 2,000

減損損失 ※6
 16,369

※6
 47,261

社葬費用 － 10,953

環境対策費 － ※8
 13,936

その他 ※7
 959 －

特別損失合計 17,408 75,397

税引前当期純利益 79,027 146,266

法人税、住民税及び事業税 3,139 3,650

法人税等調整額 5,667 20,224

法人税等合計 8,806 23,874

当期純利益 70,221 122,392
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

１　映画興行事業売上原価 　 　 　 　 　

　１　写真料 　 175,138　 192,013　

　２　人件費 　 88,254　 84,476　

　３　諸経費 　 158,868　 161,369　

　　　計 　 422,26040.0 437,85843.3

２　スポーツ・レジャー事業売
上原価

　 　 　 　 　

　１　人件費 　 92,171　 88,947　

　２　諸経費 　 187,839　 181,305　

　　　計 　 280,01026.6 270,25226.7

３　不動産事業売上原価 　 　 　 　 　

　１　保守管理費 　 7,299　 7,576　

　２　減価償却費 　 42,555　 38,547　

　３　販売用不動産仕入原価 　 24,101　 ― 　

　４　諸経費 　 179,097　 186,562　

　　　計 　 253,05224.0 232,68523.0

５　その他の事業売上原価 　 　 　 　 　

　１　人件費 　 3,169　 3,170　

　２　商品仕入原価 　 91,147　 61,634　

　３　諸経費 　 4,497　 6,382　

　　　計 　 98,813 9.4 71,186 7.0

合計 　 1,054,135100.0 1,011,981100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,004,500 1,004,500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,004,500 1,004,500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △111,701 △41,480

当期変動額

当期純利益 70,221 122,392

当期変動額合計 70,221 122,392

当期末残高 △41,480 80,912

利益剰余金合計

前期末残高 △111,701 △41,480

当期変動額

当期純利益 70,221 122,392

当期変動額合計 70,221 122,392

当期末残高 △41,480 80,912

自己株式

前期末残高 △6,092 △6,635

当期変動額

自己株式の取得 △543 △314

当期変動額合計 △543 △314

当期末残高 △6,635 △6,949

株主資本合計

前期末残高 886,707 956,385

当期変動額

当期純利益 70,221 122,392

自己株式の取得 △543 △314

当期変動額合計 69,678 122,078

当期末残高 956,385 1,078,463
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 413 △2,747

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,160 1,837

当期変動額合計 △3,160 1,837

当期末残高 △2,747 △910

土地再評価差額金

前期末残高 2,129,273 2,129,273

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,129,273 2,129,273

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,129,686 2,126,526

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△3,160 1,837

当期変動額合計 △3,160 1,837

当期末残高 2,126,526 2,128,363

純資産合計

前期末残高 3,016,393 3,082,911

当期変動額

当期純利益 70,221 122,392

自己株式の取得 △543 △314

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,160 1,837

当期変動額合計 66,518 123,915

当期末残高 3,082,911 3,206,826
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【継続企業の前提に関する注記】

　

 前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。

　

 当事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

　

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法
 

その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、匿名組合契約に基づ

く特別目的会社への出資

（金融商品取引法第２条第

２項により有価証券とみな

されるもの）については、

特別目的会社の損益の純額

に対する持分相当額を取り

込む方法

 

子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法
 

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　 同左

 
 
 
 
   時価のないもの
　　　　　 同左

 
 

 

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

　通常の販売目的で有するたな卸資産

 商品及び貯蔵品　最終仕入原価法
　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切

下げの方法）
 
（会計方針の変更）
　当事業年度より、「棚卸資産の評価に
関する会計基準」（企業会計基準第９
号　平成18年７月５日公表分）を適用し
ております。
　これによる営業利益、経常利益及び税
引前当期純利益に与える影響はありま
せん。

　通常の販売目的で有するたな卸資産

 商品及び貯蔵品　最終仕入原価法
　　　　　　　　（収益性の低下による簿価切

下げの方法）
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方

法 建物(建物附属設備は除く)

　定額法

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

 

その他の有形固定資産（リース資産を

除く）

　定率法

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

 
　

 

 

リース資産（所有権移転外ファイナンス

・リース取引に係るリース資産）……

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によっ

ております。なお、リース取引会計基

準の改正適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

 （会計方針の変更）

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、従来、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基

準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第16号（平成６年１月18日

（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適

用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

　なお、リース取引会計基準の改正適用

初年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。　 

　これによる営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益に与える影響はありま

せん。

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

建物(建物附属設備は除く)

　定額法

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

 

その他の有形固定資産

　定率法

　  なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

 
(3)リース資産（所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係るリース資産）

　　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によっ

ております。なお、リース取引会計基

準の改正適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　

無形固定資産

　定額法

　　なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

 

　　　　　　　　

　

 

 

　

４　引当金の計上基準 　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率法によ

り、貸倒懸念債権等については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込み

額を計上しております。

同左

　 　(2) 賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、将来

の支給見込額のうち当期の負担額を計

上しております。

同左

　 　(3)－１ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における、退職給付債務に基

づき、当事業年度末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。

　(3)－１ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務(当事

業年度末時点の自己都合要支給額を退

職給付債務とする簡便法)に基づき、当

事業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

　 　(3)－２ 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため

「役員退職慰労金規程」に基づく当事

業年度末における基準額を計上してお

ります。

同左
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前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

５　ヘッジ会計の方法

 

(1)ヘッジ会計の方法 

　金利スワップ取引については、特例処

理の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

　ヘッジ手段

　　金利スワップ 

　ヘッジ対象

　　借入金の利息 

(3)ヘッジ方針 

　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

　金利スワップの特例処理の要件を満

たしておりますので、決算日における

有効性の評価を省略しております。 

　　　　　　 　同左　

 

 

　　　　　　 　同左　 

 

　 

　　　　　　 　同左　

 

　

 

　　　　　　 　同左

６　特別目的会社を利用した

不動産事業に関する会計処理

不動産事業に係る匿名組合契約に基づ

き特別目的会社に出資しております

が、当該拠出金は貸借対照表上、匿名組

合財産の持分割合相当額を「投資有価

証券」に計上しております。匿名組合

から分配された損益については、「売

上高」に計上するとともに同額を「投

資有価証券」に加減し、営業者からの

出資金の払戻しについては「投資有価

証券」を減額させております。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

同左
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【表示方法の変更】
　

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（連結貸借対照表） 　　　　　　　　　　　――

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において「商品」として掲記されたもの

は、当連結会計年度から「たな卸資産」と掲記し、その内

訳を注記で示しております。

　

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)
　

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

※１　資産のうち、次のとおり借入金の担保に供していま

す。

担保差入資産 　 　
　建物 530,424千円

　土地 3,762,683千円

担保付債務 　 　
　長期借入金 1,524,571千円
　(うち１年以内返済予定の長期借入金 331,364千円)

※１ 担保資産及び担保付債務
　　  担保に供している資産は次のとおりであります。

　建物 495,824千円

　土地 3,762,683千円

担保付債務は次のとおりであります。

　長期借入金 1,193,207千円
　(うち１年以内返済予定の長期借入金 331,364千円)

 
    　　

※２　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

　長期預り敷金 411,300千円
 

※２　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

　長期預り敷金 411,300千円
 

※３　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入に対し保証

をしております。

㈱野和ビル 448,000千円

計 448,000千円
 

※３　偶発債務

下記の関係会社の金融機関からの借入に対し保証

をしております。

㈱野和ビル 450,000千円

計 450,000千円
 

※４　「土地の再評価に関する法律」(平成10年法律第34

号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律」(平成11年法律第24号)に基づき、事

業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税

金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、当該繰延税金負債を控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上しております。

※４　　　　　　　　　同左

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月

31日、公布政令第119号)第２条第４号に定める、地

価税法(平成３年法律第69号)第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を

算定するために国税庁長官が定めて公表した方法

により算定した価額に合理的な調整を行って算定

する方法により算出しております。

　再評価を行った年月日 平成12年３月31日

　再評価を行った土地の
期末における時価と
再評価後の帳簿価額
との差額

再評価を行った土地の
期末における時価が再
評価後の帳簿価額を上
回っているため記載し
ておりません。

 

　
　

　

※５　たな卸資産の内訳は次の通りであります。

      商品　　　　　　　　              2,862千円

      貯蔵品                              174千円　

　　　　　　　　　　　

※５　たな卸資産の内訳は次の通りであります。

      商品　　　　　　　　              2,594千円

      貯蔵品                              165千円　
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　各項目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 161,001千円

売上原価 67,596千円

受取利息 22,447千円
 

※１　各項目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

売上高 160,356千円

売上原価 67,596千円

受取利息 19,623千円
 

※２　商品売上68,060千円が含まれております。

なお商品原価は47,022千円であります。

※２　商品売上65,625千円が含まれております。

なお商品原価は43,153千円であります。

※３　その他の特別利益の内訳は次のとおりであります。

事業税還付税額等 1,105千円

その他 639千円

合計 1,744千円

 

※３　その他の特別利益の内訳は次のとおりであります。

事業税還付税額等 271千円

収用補償金 729千円

合計 1,000千円

 
※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 80千円
 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 1,247千円
 

※５　貸倒引当金戻入額は、全額、子会社貸付金に対する

貸倒引当金の戻入額であります。

※５　貸倒引当金戻入額は、子会社貸付金に対する貸倒引

当金の戻入額であります。

※６　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しております。
名称及び場所 用途 種類 減損損失額(千円)

甲府武蔵野シネマ

ファイブ（山梨県甲

府市）

映画館
土　地 16,369

合  計 16,369

①資産のグルーピングの方法 
　当社は減損損失を認識するにあたり、個々の事業所及
び賃貸資産をキャッシュ・フローを生み出す最小単位
として、また、遊休資産については個別物件単位により
グルーピングしております。本社資産につきましては共
用資産としてグルーピングしております。 
②減損損失の認識に至った経緯 
　固定資産の経済的使用年数に対する将来キャッシュ・
フローの予測値が帳簿価額を下回っていたことに加え、
不動産価額の著しい下落により、減損損失を認識するに
至りました。 
③回収可能価額の算定方法 
　正味売却価額により測定しており、不動産鑑定士によ
る販売経費等を差し引いた鑑定評価額を使用しており
ます。

※６　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しております。
名称及び場所 用途 種類 減損損失額(千円)

トラスコハーバービ

ル（東京都港区）

オフィ

スビル

建物附属

設備

 

工具、器具

及び備品

46,514

 

747

 

 

合  計 47,261

①資産のグルーピングの方法
　当社は減損損失を認識するにあたり、個々の事業所及
び賃貸資産をキャッシュ・フローを生み出す最小単位
として、また、遊休資産については個別物件単位により
グルーピングしております。本社資産につきましては共
用資産としてグルーピングしております。
②減損損失の認識に至った経緯
　当該ビルは当社が一括で借り受け、テナントを募って
賃貸に供している転貸物件でありますが、平成22年5月
31日に賃貸借契約を解約することが確定しているため、
当該ビルの投下固定資産につき経済的使用年数に対す
る将来キャッシュ・フローの予測値を測定したところ、
減損損失を認識するに至りました。
③回収可能価額の算定方法
　正味売却価額により測定しております。当該固定資産
は除却予定であるため、処分価額を０円として算定して
おります。
 

 ※７　その他の特別損失の内容は次のとおりであります。

ヨガ教室閉鎖諸費用 220千円

その他 739千円

合計 959千円
 

※８　―

 ※７　―

 

 

 
※８　環境対策費はアスベスト除去費用であります。

　

　

EDINET提出書類

武蔵野興業株式会社(E04591)

有価証券報告書

 95/117



(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 23,007 2,760 ― 25,767

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　2,760株

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 25,767 1,820 ― 27,587

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　1,820株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引に係る注記

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引に係る注記

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　 　
機械及び
装置
(千円)

　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　 173,977　 3,060　 177,037

減価償却累
計額相当額 　 173,905　 1,923　 175,828

期末残高
相当額 　 72　 1,137　 1,209

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　 　 　
工具、器
具及び備品
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額 　　 1,674　 1,674

減価償却累
計額相当額 　　 872　 872

期末残高
相当額 　　 802　 802

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 406千円

１年超 801千円

合計 1,207千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 335千円

１年超 467千円

合計 802千円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3,361千円

減価償却費相当額 3,361千円
 

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 407千円

減価償却費相当額 407千円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 
ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
（借主側）

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産
（借主側）

①リース資産の内容
　・有形固定資産
　スポーツ・レジャー事業部門におけるフィットネスク
ラブのマシンジム一式（工具、器具及び備品）でありま
す。

①リース資産の内容
　・有形固定資産
　スポーツ・レジャー事業部門におけるフィットネスク
ラブのマシンジム一式（工具、器具及び備品）でありま
す。
　・無形固定資産
　ソフトウェア（会計システム）であります。

②リース資産の減価償却の方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定
する定額法によっております。

②リース資産の減価償却の方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す
る定額法によっております。
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(有価証券関係)

前事業年度(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(平成22年３月31日)

　

(追加情報)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。

　

　　子会社及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　
(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

　(単位：千円)

区分 貸借対照表計上額

(1) 子会社株式 114,224

(2) 関連会社株式 20,000

計 134,224

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであり

ます。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産
 

税務上の
繰越欠損金  

163,953千円

　 未払事業税 　 2,385千円

　 減損損失 　 6,472千円

　 賞与引当金 　 3,952千円

　
その他の投資
評価損

　 40,173千円

　
投資有価証券
評価損

　 54,310千円

　 退職給付引当金 　 17,302千円

　
関係会社株式
評価損

　 163,201千円

　 貸倒に係る損失 　 198,513千円

　 その他 　 7,452千円

　 繰延税金資産計 　 657,713千円

　 評価性引当金 　 △614,609千円
　繰延税金資産

　の純額 　 　 43,104千円

　再評価に係る

　繰延税金負債

事業用土地

再評価差額
　 1,397,455千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産
 

税務上の
繰越欠損金  

107,948千円

　 未払事業税 　 1,160千円

　 減損損失 　 25,159千円

　 賞与引当金 　 4,185千円

　
その他の投資
評価損

　 40,677千円

　
投資有価証券
評価損

　 55,101千円

　 退職給付引当金 　 18,593千円

　
関係会社株式
評価損

　 163,201千円

　 貸倒に係る損失 　 161,128千円

　 その他 　 8,179千円

　 繰延税金資産計 　 585,331千円

　 評価性引当金 　 △562,451千円
　繰延税金資産

　の純額 　 　 22,880千円

　再評価に係る

　繰延税金負債

事業用土地

再評価差額
　 1,397,455千円

(注)1.当連結会計年度における繰延税金資産の純額は連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　　　流動資産－繰延税金資産　　　　　 43,104千円

 

(注)1.当連結会計年度における繰延税金資産の純額は連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

　　　流動資産－繰延税金資産　　　　　22,880千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
法定実効税率 　 　 39.54％

(調整項目) 　 　 　
交際費等損金に
算入されない項目 　 　 11.24％

評価性引当金 　 　 △42.86％

その他 　 　 3.22％
税効果会計適用後
の法人税等の
負担率

　 　 11.14％

　 　 　 　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

 
法定実効税率 　 　 39.54％

(調整項目) 　 　 　
交際費等損金に
算入されない項目 　 　 5.69％

評価性引当金 　 　 △35.66％

その他 　 　 6.75％
税効果会計適用後
の法人税等の
負担率

　 　 16.32％
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(企業結合等関係)

前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 294.33円 306.22円

１株当たり当期純利益 6.70円 11.69円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

潜在株式がないため記載しておりま

せん。

 
算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額

3,082,911千円

普通株式に係る純資産額

3,082,911千円

普通株式の発行済株式数

10,500,000株

普通株式の自己株式数

25,767株

１株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

10,474,233株

 

潜在株式がないため記載しておりま

せん。

 
算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額

3,206,826千円

普通株式に係る純資産額

3,206,826千円

普通株式の発行済株式数

10,500,000株

普通株式の自己株式数

27,587株

１株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数

10,472,413株

 
　 ２　１株当たり当期純利益

　損益計算書上の当期純利益

70,221千円

　普通株式に係る当期純利益

70,221千円

　普通株主に帰属しない

　金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の

　期中平均株式数

10,475,915株

２　１株当たり当期純利益

　損益計算書上の当期純利益

122,392千円

　普通株式に係る当期純利益

122,392千円

　普通株主に帰属しない

　金額の主要な内訳

　　該当事項はありません。

　普通株式の

　期中平均株式数

10,472,516株

　

(重要な後発事象)

前事業年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成21年４月１日　至平成22年３月31日)

　　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

㈱ティ・ジョイ 2,000 100,000

甲府中央まちづくり㈱ 88 4,400

㈱松竹 2,000 1,556

㈱東急レクリエーション 2,500 1,333

㈱高島屋 2,000 1,536

㈱三越 697 700

計 9,285 109,525

（注）当事業年度において、甲府中央都市開発㈱の株式につき、内規に基づきその財政状態と回復可能性を検討した結果、

2,000千円の減損処理を行っております。

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

匿名組合出資金

(有)エムアール・インベストメンツ
― 416,557

投資信託

グローバル債券ファンド
10,274,324 7,968

計 10,274,324 424,525
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 3,077,1077,401
46,514
(46,514)

3,037,9942,342,99480,870695,000

　構築物 2,045 ― ― 2,045 1,950 35 95

　機械及び装置 4,117 6,200 ― 10,3183,995 156 6,323

　車両運搬具 5,640 ― ― 5,640 4,657 672 983

　工具、器具及び備品 246,4105,668
24,286
(747)

227,792175,89412,62751,898

　土地 3,820,715 ― ― 3,820,715 ― ― 3,820,715

　リース資産 43,635 　― ― 43,63513,8188,72729,817

有形固定資産計 7,199,66919,269
70,800
(47,261)

7,148,1392,543,308103,0874,604,831

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 22,460 ― ― 22,460 ― ― 22,460

　商標権 6,665 582 ― 7,245 3,715 706 3,530

ソフトウェア 5,944 914 ― 6,858 6,185 750 673

リース資産 ― 9,510 ― 9,510 951 951 8,559

電話加入権 4,007 ― ― 4,007 ― ― 4,007

無形固定資産計 39,07611,006 ― 50,08010,8512,40739,229

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期減少額のうち、（　）内は内書で減損損失の計上額であります。

　　 ２　当期増減の主な内容

           なお、下表の減少額のうち（　）内は内書で減損損失の計上額であります。（単位：千円）

増加 建物 大宮ビル 5,112

　 　 コナミスポーツ自由が丘 2,289

　 機械装置 新宿武蔵野館 6,200

　 工具、器具及び備品 新宿武蔵野館 5,668

　 リース資産（無形） 本社（経理部） 9,510

減少 建物
トラスコハーバー

46,514

　 　 （46,514）

　 工具、器具及び備品
トラスコハーバー

747

　 　 （747）

　 　 新宿武蔵野館 771

　 　 コナミスポーツ自由が丘 388
　 ２　当期償却額の配賦(有形固定資産)

売上原価 97,643千円

一般管理費 5,444千円

計 103,087千円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 497,577 113 1,312 95,299 401,078

賞与引当金 9,995 10,585 9,995 ― 10,585

役員退職慰労引当金 18,648 ― ― ― 18,648

（注）　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は貸付をしている関係会社の財務内容改善による引当率の変更および貸付

金の回収による戻入によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(Ⅰ) 資産の部

１　現金及び預金

　

内訳 金額(千円)

現金　(注) １ 2,159

預金の種類 　

当座預金　(注) ２ 177,541

普通預金　(注) ２ 82,823

定期預金 （注）２ 250,000

計 510,364

合計 512,523

(注) １　手許小口現金及び釣銭

２　みずほ銀行新宿支店他

　

２　受取手形

ａ　取引先別内訳

　

内訳 金額(千円)

(株)小泉 18,992

合計 18,992

(注)　商品売上代金

　

ｂ　期日別内訳

　

摘要 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 合計

受取手形(千円) 3,197 5,457 5,005 5,333 18,992
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３　売掛金
　

内訳 金額(千円)

(株)小泉　(注)１ 12,124

(株)メイジャー　（注）２ 8,947

ブロードメディア・スタジオ(株)　(注)２ 3,365

パラマウントジャパン(株)　(注)２ 2,028

(株)ファントムフィルム　(注)２ 1,827

諸口 5,319

合計 33,610

(注) １　商品売上代金

２　前売券未精算分

　

売掛金の回収及び滞留状況

　
期首残高Ａ
(千円)

当期発生高Ｂ
(千円)

当期回収高Ｃ
(千円)

当期末残高Ｄ
(千円)

回収率(％) 滞留期間(日)

34,921 187,526 188,837 33,610 84.89 66.69

　

回収率＝
Ｃ

×100 滞留日数＝
Ａ＋Ｄ

÷
Ｂ
　

Ａ＋Ｂ ２ 365

(注)　消費税の会計処理は税抜方式を採用していますが上記当期発生額は消費税が含まれています。

　

　４　たな卸資産

　

品名 金額(千円)

スポーツクラブ・トレーニングウェア等 1,576

映画館グッズ等 878

マクミランアリス・キャラクターグッズ等 305

合計 2,759
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５　関係会社長期貸付金
　

内訳 金額(千円)

自由ヶ丘土地興業(株) 298,000

(株)寄居武蔵野自動車教習所 259,114

湯村観光(株) 7,700

合計 564,814

（注）上記貸付金に対して、合計で347,826千円の貸倒引当金を個別に計上しております。

　

６　差入保証金及び敷金

　

内訳 金額(千円)

自由ヶ丘土地興業(株)　(注)１ 580,000

(有)中山興産　(注)２ 40,000

(有)エムアール・インベストメンツ(注)３ 21,000

ワーナーエンターテイメントジャパン(株)　(注)４ 2,000

その他 1,160

合計 644,160

(注）１　自由ヶ丘ミュービル入居敷金

２　トラスコハーバービル入居敷金

３　武蔵野ビル入居敷金

４　映画保証金
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(Ⅱ) 負債の部

１　買掛金

　

内訳 金額(千円)

(株)クロックワークス　(注)１ 16,710

ブロードメディア・スタジオ(株)　(注)１ 10,192

(株)ムービック　(注)２ 9,781

(株)ショウゲート　(注)1 6,210

(株)大和バルブ　(注)２ 4,870

その他 30,304

合計 78,067

(注) １　映画料

２　商品仕入代

　

２　未払金

　

内訳 金額(千円)

(株)高島屋　(注)１ 19,259

(株)丸誠　(注)２ 8,679

ビクターアークス(株)　(注)３ 7,397

自由ヶ丘土地興業(株)　(注)２ 2,535

(株)コナミスポーツ＆ライフ　(注)４ 1,849

その他 14,698

合計 54,417

(注) １　施設改修工事費

２　ビル管理料

３　ビデオプロジェクター設備他

４　フランチャイズ料
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３　前受金

　

内訳 金額(千円)

(株)高島屋　(注)１ 21,075

(株)野和ビル　(注)２ 12,919

トラスコ中山(株)　 (注)３ 5,894

コナミスポーツクラブ自由が丘　(注)４ 6,836

(株)寄居武蔵野自動車教習所　(注)５ 4,250

その他 5,732

合計 56,706

(注) １　大宮ビル家賃

２　東京都新宿区新宿３－37－12貸地料

３　トラスコハーバービル家賃

４　会費未経過分

５　埼玉県大里郡寄居町地代

　

４　１年以内返済予定の長期借入金

　

内訳 金額(千円)

みずほ銀行新宿支店　(注) 188,000

三菱東京ＵＦＪ銀行新宿支社　(注) 60,000

足利銀行東京支店　(注) 50,040

横浜銀行新宿支店　(注) 50,004

日本政策金融公庫新宿支店　(注) 43,320

合計 391,364

(注)　長期運転資金
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５　長期借入金(１年以内返済予定の金額を除く)

　

内訳 金額(千円)

みずほ銀行新宿支店　(注) 287,000

横浜銀行新宿支店　(注) 245,813

足利銀行東京支店　(注) 245,630

三菱東京ＵＦＪ銀行新宿支社　(注) 105,000

日本政策金融公庫新宿支店　(注) 83,400

合計 966,843

(注)　長期運転資金

　

６　長期預り敷金

　

内訳 金額(千円)

(株)野和ビル　(注)１ 411,300

(株)高島屋　(注)２ 120,432

トラスコ中山(株)　(注)３ 40,713

ライフサポート(株)　(注)４ 22,000

(株)ワシントン　(注)３ 7,560

諸口 869

合計 602,874

(注) １　東京都新宿区新宿３－37－12貸地

２　大宮ビル入居敷金

３　トラスコハーバービル入居敷金

４　自由ヶ丘ミュービル入居敷金

　

　

７　再評価に係る繰延税金負債

科目の内容については、「第５ 経理の状況　２　財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項(貸借対照表関

係)※４」に示したとおりであります。

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.musashino-k.co.jp/

株主に対する特典

株主優待方法

基準株数 映画優待券

1,000株以上 半年毎 12枚

2,000　〃 〃 24枚

3,000　〃 〃 36枚

5,000　〃 〃 個人通用パス

8,000　〃 〃 同伴１名通用パス

10,000　〃 〃 同伴２名通用パス
 

　　◎　株主優待券は年２回(６月下旬、12月上旬)発行致します。

株主優待券通用劇場

所在地 劇場名

東京都 新宿区 新宿武蔵野館１・２・３

山梨県 甲府市 甲府武蔵野シネマ・ファイブ
 

　(注)本券１枚で１名通用

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 
有価証券報告書
及びその添付書類、
確認書

事業年度
(第138期)

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

　
平成21年６月29日
関東財務局長に提出。

(2)内部統制報告書
事業年度 
(第138期)

自　平成20年４月１日 
至　平成21年３月31日

　
平成21年６月29日 
関東財務局長に提出。

(3)
四半期報告書
及び確認書

(第139期
第1四半期)

自　平成21年４月１日 
至　平成21年６月30日

　
平成21年８月12日 
関東財務局長に提出。

　 　
(第139期 
第2四半期)

自　平成21年７月１日 
至　平成21年９月30日

　
平成21年11月13日 
関東財務局長に提出。

　 　
(第139期 
第3四半期)

自　平成21年10月１日 
至　平成21年12月31日

　
平成22年２月12日 
関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第９号（代表取締役の異
動）の規定に基づくもの

　
平成21年９月１日 
関東財務局長に提出。

　 　
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号（主要株主の異動）
の規定に基づくもの

　 平成22年５月28日 関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

武蔵野興業株式会社

取　締　役　会　御中

　

作成日 平成21年６月19日

　

片渕公認会計士事務所

　

公認会計士 片　渕　博　義　　印

　

八重洲監査法人

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 本　間　英　雄　　印

　

＜財務諸表監査＞

私及び当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられている武蔵野興業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の
連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私及び
当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
私及び当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、私及び当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ
とを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営
者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私
及び当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
私及び当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、武蔵野興業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終
了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。
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＜内部統制監査＞
私及び当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、武蔵野興業
株式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備
及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、私及び当監査法人の責任は、独立の立場か
ら内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽
の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
私及び当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準
に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、私及び当監査法人に内部統制報
告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基
礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記
載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。私及び当監査法人は、内部統制監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
私及び当監査法人は、武蔵野興業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ
ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統
制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示
しているものと認める。
　
会社と私及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

武蔵野興業株式会社

取　締　役　会　御中

　

作成日 平成22年６月21日

　

八重洲監査法人

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 武　田　勇　蔵　　印

　

代表社員

業務執行社員
公認会計士 齋　藤　　　勉　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている武蔵野興業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財
務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計
算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の
責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、武蔵野興業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する
連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、武蔵野興業株式会
社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運
用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報
告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全
には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、武蔵野興業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

武蔵野興業株式会社

取　締　役　会　御中

　

作成日 平成21年６月19日

　

片渕公認会計士事務所

　

公認会計士 片　渕　博　義　　印

　

八重洲監査法人

　
代表社員

業務執行社員
公認会計士 本　間　英　雄　　印

　

私及び当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている武蔵野興業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第138期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私及び当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意

見を表明することにある。

私及び当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、私及び当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを

求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。私及び当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

私及び当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、武蔵野興業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営

成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と私及び当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

武蔵野興業株式会社

取　締　役　会　御中

　

作成日 平成22年６月21日

　

八重洲監査法人

　

代表社員

業務執行社員
公認会計士 武　田　勇　蔵　　印

　

代表社員

業務執行社員
公認会計士 齋　藤　　　勉　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている武蔵野興業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第139期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、武蔵野興業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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